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ローソンのコミュニケーション媒体

企業理念

私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。

ビジョン

実行一流企業へ。

行動指針

B-（2）-060001

全員でお客さまのニーズと変化を考えぬき、スピードをもって
実行し、マチの暮らしにとって、なくてはならない存在になります。

1. お客さま、マチ、お店を起点に考えます。
2. 基本を徹底し、革新に挑戦します。
3. 仮説、実行、検証の質とスピードを高めます。
4. 規律のもとで自律し、チームでやりぬきます。
5. 自己の成長を求め、仲間の成長を支えます。

地域に根ざしたロー
ソングループの事業
活動と将来への持続
的成長ストーリーを
紹介しております。

当該年度の業界動向
と経営施策、財務状況
について報告してい
ます。業績の評価及び
分析を行うとともに、
次年度の見通しにも
言及して
います。
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これがローソングループの企業理念です。
私たちはマチにあるいろいろな問題を解決し、
お客さまからのさまざまな要望にお応えすることで、
マチの暮らしにとって、なくてはならない存在になります。

私たちは
“ みんなと暮らすマチ ”を
幸 せにします。
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マチのライフラインとして ─ 2
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私たちローソングループは、
豊かな地球の恵みを次世代へ引き継ぐため、
常に環境に配慮した事業活動を行うとともに、
地域社会との共生と持続可能な発展に向けて
積極的に行動します。

 低炭素社会の
 構築に向けて
地球温暖化防止に向けて、事業活
動における省エネルギー、省資源、
廃棄物の削減に取り組みます。

 商品・サービスなどの
 開発における配慮
原材料の調達から販売、廃棄ま
でのすべての段階において、自
然環境や地域社会への影響を十
分に配慮します。

 社会貢献活動への
 積極的な参画
地域社会の一員として緑化・美化
活動に取り組むなど、社会貢献活
動への積極的な参画を進めます。

 継続的な改善の実施

環境マネジメントシステムを活用
し、目的・目標を定め、継続的な
改善により環境保全に努めます。

 法令等の順守

環境保全活動に関連する諸法規
及び自ら定めたルールを順守し
ます。

 コミュニケーションの
 推進
教育の推進により環境保全に対
する意識の向上を図るとともに、
ステークホルダーとのコミュニ
ケーションを推進します。
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災害対策本部を立ち上げ、
安否と被害状況を確認

早急な営業再開のために、
全国の本部社員等を被災エリアへ派遣

被災された方々を支援するために、
救援物資の提供と募金の受付を開始

平成28年
熊本地震での
災害対策

地震発生直後に災害対策本部を立ち上げ、お客さまをはじめFC加
盟店オーナー、店長、クルー、社員の安否確認と、店舗や配送セン
ターなどの被害状況の把握に努めました。本部では東日本大震災
を機に開発を進めた災害情報地図システムも活用し、災害状況を
リアルタイムで確認しながら復旧対策を行いました。 

（2016年8月1日現在）

一方で、社会に必要なライフラインとしての使命
を果たすため、重要な業務は中断させず、あるい
は中断しても速やかに再開することを目指してい
ます。また、「災害時物資供給協定」や「帰宅困難者
支援協定」を全国の自治体や一部の公共機関と締
結し、コンビニエンスストアとしての社会的役割を
担っています。

大規模な災害が起きたときには、まずお客さま、
ＦＣ※1加盟店オーナー、クルー※2、社員の安否確
認対策を重視しています。年３回全社で実施し
ている訓練では、電話・メール・災害用伝言ダイ
ヤル・自社の安否確認システムなどのさまざま
な手段を体験することで、万一の際にも各人が
スムーズな対応を取れるようにしています。店
舗には、災害時に必要となる備品や対応マニュ
アルを配備しています。
災害時は、本社・エリアオフィス・現地の3ヵ所に
災害対策本部を迅速に立ち上げ、災害状況をリ
アルタイムで確認しながら対応できる災害情報
地図システムなどを活用して、安否確認、被害状
況の把握、店舗や製造工場、配送センターなど
への支援を実施します。
※1 FC：フランチャイズ　※2 クルー：パート・アルバイト

2016年4月14日と16日の2度にわたり熊本地方を襲った震度7
をはじめとした数々の地震は、熊本県や大分県などに大きな被
害をもたらしました。ローソンは地震の発生直後から、お客さま
やFC加盟店等の安否確認はもちろん、マチのライフラインとし
て災害からの復興を支援するための取り組みを行いました。

災害時にもみんなのマチを支えることは
私たちの大切な役割です

ローソンは、大規模災害時にもマチのライフラインの
役割を果たすために、被災状況や安否確認をはじめ、
食料や日用品などの救援物資の提供や、被災店舗の
早期の営業再開など、各種災害対策を講じています。

熊本県を管轄する配送センターが大きな被害を受けて機能を停
止しましたが、過去の災害の教訓によって改善を重ねたシステムに
より、被災していない配送センターから代替配送を行いました。被
災店舗の早期営業再開のために、全国の本部社員等を派遣し、被
害を受けた店舗建物の確認をはじめ、破損した什器や商品の片づ
け整理、清掃等の営業再開に向けた立て直し、商品の納品やレジ
対応などの店舗営業のサポートも実施しました。

4月15日から熊本県及び熊本市の災害対策本部の要請を受けて、
ただちに必要な水、カップ麺などの救援物資の提供を行いました。
また、全国のローソングループの店頭募金箱とマルチメディア情
報端末「Loppi（ロッピー）」、Pontaポイント及びdポイントによる募
金の受付を実施しました。

［災害時物資供給協定の締結先］
● 自治体：47都道府県　16市区
● その他：東京消防庁、陸上自衛隊
● 公共交通機関等：8機関　● 電力会社：2社

［帰宅困難者支援協定の締結先］
● 自治体：41都道府県 10政令都市

被災した店舗

熊本市内の現地災害対策本部

飲料や食料を本部社員等が納品

お客さまにおにぎりやお弁当が届いたことを告知

■ 救援物資（4月15日～4月18日） ■ 義援金募金

■ 災害時物資供給協定及び帰宅困難
者支援協定の締結

■ 災害時物資供給協定の締結

※地図には都道府県単位での
　締結状況のみ記載しています。

災害対策マニュアル

水500ml×1,200本、カップ麺×11,000食
割り箸×11,000膳、レジ袋×1,000枚
おにぎり×1,900個、弁当・寿司×100食、
チルド飲料×3,500本
バナナ(3～4本)×600房、オレンジ×1,000個

ローソングループ約1万2,600店で
熊本地震の義援金募金を実施し、6
月30日までにお客さまからお寄せ
いただいた義援金は、総額3億
1,125万5,710円となりました。

　
地震
直後

　
発生
以降

マチのライフラインとして

特
　集

2 3

特 集
災害への取り組み



福島県 浪江町
「ローソン浪江町役場前店」　

宮 城 県山元町
「ローソン坂元駅前店」

被災地の復興を支援

福島県浪江町で初めて営業を再開。
地域と支援の人たちを
つなぐ場としての役割を担う─

東北の被災地に一つひとつ
“幸せの灯り”をともしています

東日本大震災から5年余りが経ちましたが、被災
地の復興はまだ途上です。私たちローソンは、震
災後いち早く被災地での店舗の営業再開や出店
を始めました。当時被災された方々からは「マチ
のなかで灯りがともった店はローソンがいちばん
早かった」「お店の灯りを見たときはほんとうにう
れしかった」などの声をたくさんいただきました。
2016年2月末日現在、岩手県・宮城県・福島県の
店舗数は計480店。着実に灯りを増やし、社会の
インフラとしての役割を果たすよう努めていま
す。今回は、福島県浪江町と宮城県山元町の店舗
における復興支援の取り組みを紹介します。

2011年3月11日の東日本大震災による東京電
力福島第一原子力発電所の事故で、浪江町で
営業していた3店舗が休業を余儀なくされまし
た。2014年、町の一部が避難指示解除準備区
域に指定されたことで、一時帰宅する町民や地
域復興に携わる人たちのために、2014年8月
27日、「ローソン浪江町役場前店」の営業を開
始しました。この店舗は、浪江町内で営業を再開
した初めての小売店舗として、お客さまにほっと
できる場を提供しています。

被災後、公共の交通手段はバスだけでした。灯りもな
いバス停での通勤や通学、移動を余儀なくされていた
方々には、灯りがともり、トイレも使えるローソンがで
きたことに安心感をもっていただいています。「お店の
灯りが見えるだけでうれしい」「徒歩で買い物ができて
助かる」など、たくさんの声をいただいています。皆さ
んの役に立つことはもちろん、地域の人たちが一歩を
踏み出す動機づけになるようなお店にしたいと考えて
います。

コンパクトシティとして誕生した新市街地で、商工会は
商業者の定着と商業地の活性化を進めています。
ローソンは、その新市街地にオープンした最初の商業
施設です。地域の皆さんは、この出店を再出発の第一
歩であると感じていると思います。夜間暗かった坂元
地区に灯りがともり、地域の雰囲気も明るく変わりま
した。買い物はもちろん、公共料金の支払いやチケット
購入ができるローソンは地域の暮らしに安心を与えて
くれる存在です。

店舗の再開にあたっては、水道・電気等のインフラと
廃棄物処理などの課題がありましたが、役場や協力会
社の人と相談しながら一つひとつ解決しました。この
店舗は皆さんに日常を感じていただける場所であって
ほしいと考えています。お客さまの多くは復興に携わ
る方ですが、土曜日などは一時帰宅の町民の方たち
のお顔を見かけることも多くなりました。来店される
お客さまに合わせて売場や品揃えも変え、町と一緒に
成長していければと思います。

町の復興のためにいち早く動いてくれたのがローソ
ンです。再開に向けて私たちと一体となって多くの問
題を解決しながら店舗をオープンしてくれました。そ
の店内の掲示板に貼られているたくさんのメッセー
ジは町のみんなの励みになっています。今、ローソン
は復興に携わる人たちにとってなくてはならない存
在です。そして、これから戻ってくる住民たちの生活
と心を支えるコミュニティの場になってくれると思っ
ています。

新たなコンパクトシティに
新店舗をオープン。
地域コミュニティの核を目指す─
地震と津波で被災したさまざまな世代の人たちが
便利で快適に暮らせる「コンパクトシティ」として、3
つの新市街地の整備を進めている山元町。2016
年2月18日、この「コンパクトシティ」の一つである
新坂元駅（2016年12月開業予定）周辺の商業地
区に、初の商業店舗として「ローソン坂元駅前店」
がオープンしました。これは、店舗の営業再開、東北
の食材を使った商品の開発、被災学生に対する奨
学金制度など、多岐にわたる復興支援を行ってき
たローソンの取り組みが評価されてのことです。

東日本大震災が発生してから現在まで、継続して
被災地の復興支援に取り組んでいます。

2011年

2012年～

2014年～

2016年～

・ 緊急救援物資の被災地へのお届け
・ 被災地における店舗の営業を早期再開
・ 移動販売車での営業を実施
・ 仮設店舗のオープン
・ 東北の食材を使用した商品の開発、販売
・ 「夢を応援基金」の寄付つき商品の開発、販売
・ 浪江町で唯一の小売店舗
  「ローソン浪江町役場前店」の営業開始
・ 山元町の新市街地初の商業店舗
  「ローソン坂元駅前店」の営業開始

浪江町の復興にとって
なくてはならない存在

皆さんに日常を感じていただける
場所であってほしい

地域のお客さまの声を励みに
復興へのはずみとなる店舗を目指す

ローソンは、地域の暮らしに
安心を与えてくれる存在東日本大震災から現在までの

店舗を中心とした取り組み
神村江里さん
ローソン坂元駅前店 
店長

2014年
8月
オープン

2016年
2月
オープン

遊佐宗之さん
ローソン坂元駅前店 オーナー 
有限会社 あぶくま総合 代表取締役

大沼俊一さん
亘理山元商工会 
副参事兼経営支援課長 山元事務所長

今野あゆみさん
福島県浪江町役場 
産業振興課 副主査

杉浦孝光さん
福島県浪江町役場 
産業振興課

高橋武利
ローソン東北運営部福島支店 
支店長

山形大輔
ローソン浪江町役場前店
店長

特
　集

特 集
災害への取り組み
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マチに暮らす人たちの
健 康 へ の 意 識

私は保健指導の仕事をしているの
で、今の日本人の食生活は糖質と脂
質が過多になっていることを実感し
ています。ですから自分も糖質と油脂
の取りすぎには日ごろから注意して
います。ローソンの健康に配慮したパ
ンのパッケージには糖質やカロリー
が表面にわかりやすく表示されてい
て購入時に確認しやすいので、すごく
助かっています。お気に入りは“ブラ
ンパン”と“チーズとハムのロール”で
す。どちらも糖質やカロリーへの配慮
がされながらも、とてもおいしいで
す。老若男女が気軽に買い物ができ
るコンビニでこ
のような商品が
手に入るのはう
れしいですね。

瀬戸亜矢子さん

※ＱＲコードをLoppiの
バーコードリーダーにか
ざすと、募金メニューに
簡単につながります。

ローソングループとして幅広く
災害救援募金活動を実施
災害時には全国のローソン、ナチュラルロー
ソン、ローソンストア100、ＨＭＶ、ユナイテッ
ド・シネマ、成城石井を窓口とした全国的な
店頭募金箱による募金活動を展開。その他、
店頭マルチメディア情報端末「Loppi」や、
Pontaポイント及びｄポイントによるポイント
募金も実施します。

熊本県産の原料を使った商品を販売し、対象商品の売上
の一部を、日本赤十字社を通じ、義援金として「平成28年
熊本地震」の被災地へお届けします。

2016年は「みんなを笑顔に＆親子の絆」をテーマに、東北
の食材を使用した商品の販売や、仙台市で復興応援コン
サート、岩手県釜石市で親子ラグビー教室を開催しました。

復興支援企画
「えがおステーションプロジェクト」

〈東 北の 復 興 支 援〉

〈熊 本 の 復 興 支 援〉

〈募 金 活 動〉

東北産の原料を使用した商品を販売し、売上
の一部を「夢を応援基金」に寄付しています。

寄付つき商品を販売

「くまもと応援キャンペーン」開催

直巻おにぎり 熊本産
真鯛の鯛めし

Loppi募金受付サービス※

店頭募金箱

Pontaポイントによる募金

被災地の復興のために支援を続けています

ローソンは、被災地への出店をはじめ、被災地の食材を使用した商品の開発、
被災地を支援する募金活動など、多角的な視点から支援を継続しています。

17.2%13.5%

32.5%
36.7%

※厚生労働省「健康意識に関する調査」（平成26年）

健康のために積極的に
やっていることや、特に
注意を払っていることがある

健康のために生活習慣には
気をつけるようにしている

病気にならないように気を
つけているが、特に何かを
やっているわけではない

Q あなたは普段から
健康に気をつけるよう
意識していますか※

特に意識しておらず、
具体的には何も行っていない

お客さま

商品・サービス等による復興支援

ホイップクリームクロワッサン
（大阿蘇牛乳入りホイップ使用）

新潟コシヒカリ
直火焼金華さば弁当まるで桃パン

小高商業高校発！
復興にぎり飯セット

注）掲載商品は一例です。販売を終了している場合があります。
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災害への取り組み
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毎日食べたいサラダや野菜、メーカーと共同開発した通常のパンに
比べて糖質が少なめのブランパン※、手軽に野菜などが取れるチルド
飲料や健康に配慮した菓子、栄養バランスを考えたお弁当など、毎日
の食を通して、あらゆる世代に健康をお届けしたいと願っています。
※日本食品標準成分表2015より算出。一般のロールパン（同重量のもの）と比較。

小麦粉に比べ糖質が少なく、食
物繊維が豊富なブラン（穀物の
外皮）を使用したブラン商品。糖
質少なめ・低カロリーでも腹も
ちがよく、ふんわり、しっとり食
感の香ばしいパンです。

糖質少なめ・低カロリーで
体にやさしいブランパン

健康に配慮した商品を開発

「おいしい」にこだわって心も体も元気に

ブレンドコーヒーには、一粒のコーヒー豆から出荷
までしっかり管理ができる4つの国の指定した農園・
生産地域の豆を使用することで、高品質で甘くやさし
い口あたり、華やかな酸味とフルーティな味わいを実
現しました。ブラジル・イパネマ農園をはじめ、すべての農
園は環境保全・労働環境などの厳しい基準を満たした農園に
与えられるレインフォレスト・アライアンス認証を受けています。

豆へのこだわり

それぞれの豆に最適な焙煎方法で豆の個性を引き出し
た後にブレンドするアフターミックス製法により、個々の
豆の風味が豊かな味わいを織りなしています。

焙煎へのこだわり
カフェラテのミルクには生乳※1のみ
を使い、ミルク本来のコク・甘みが
味わえるようにしています。
※1 加熱処理をしています。

ミルクへのこだわり

エスプレッソの本場イタリアの全自動マシンをMACHI 
café用にカスタマイズして使用しています。

コーヒーマシンへのこだわり

お客さまと対話することで癒しやリフレッシュも一緒に届
けたいとの思いからMACHI caféではセルフではなく手
渡し※2をしています。 ※2一部の店舗ではセルフ販売をしています。

接客へのこだわり

レインフォレスト・アライアンスは、1987年に設立された国際的な非営利の環境保護団
体です。環境保全や農園労働者の生活向上など厳しい基準を満たした農園に認証が与え
られます。ローソンは、レインフォレスト・アライアンスと認証商品を取り扱う企業が協働
で立ち上げた「レインフォレスト・アライアンス コンソーシアム」に参画し、シンポジウムを
開催するなど普及・啓発活動を行っています。

人々の健康な食生活を支える、安全・安心で高
品質な新鮮野菜や果物をローソングループの
店舗に安定的に供給するため、農業生産法人
「ローソンファーム」を全国23ヵ所で展開してい
ます。全国のローソンファームの産地リレーで
新鮮な野菜を周年調達しています。

安全・安心・高品質な新鮮野菜の供給を目指す

「ローソンファーム」を全国に拡大

お い し い 健 康
MACHI café  （マチカフェ）

「おいしい」ことを我慢せずに、安全・安心な「食」を通じて、
お客さまに心も体も元気になっていただきたい。
ローソンは、カロリー・糖質・塩分などに配慮した食材や商品を提供することで、
あらゆる世代に健康をお届けしたいと考えています。

全国に
23ファーム
展開中

2016年7月末日現在

蒸し鶏のボウルサラダ 高リコピントマトのパスタサラダ

高野豆腐と蜜漬け
りんごのクッキー

NL グリーンスムージー 
200g

NL 1日分の
マルチビタミンが摂れる
グレープフルーツミックス 
190g ブランのチョコロール

MACHI caféに関する知識が豊富で、お客さまにMACHI caféのこだわりやコー
ヒーの楽しみを伝えられるなど、社内試験に合格した人をファンタジスタに認定して
います。全国約7,400人（2016年2月末日現在）のファンタジスタは、専用の黒エプ
ロンを着用し、より心を込めた一杯をお客さまへご提供しています。さらに、2014年
度から始まったグランドファンタジスタも、2015年度70人誕生し、全国で約120人
がMACHI caféを通じてお客さまとの絆を深め、エリア全体を盛り上げています。

■ ファンタジスタ

■ レインフォレスト・アライアンス

MACHI café の
おいしさには理由があります。
店内淹れたてコーヒーサービス
「MACHI café」には、一粒の
コーヒー豆からお客さま
のもとにお届けするまで、
ローソンのこだわりが
詰まっています。

（ローソンファームの環境への取り組みはP.20、P.21、P.23をご覧ください。）

健全な土づくり 「中嶋農法」の導入 ミネラルは、人の健康に不可欠でありながら体内
ではつくることができない栄養素です。ローソンのカット野菜（一部商品、地域を除く）は、ミネラルバラン
スを整えてつくった健全な土で生産する「中嶋（なかしま）農法」の農作物を使用しています。「おいしく」
「栄養価が高く」「安全」な野菜を育てる中嶋農法を、ローソンファームで積極的に導入しています。

注）掲載商品は一例です。販売を終了している場合があります。
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健 康をサポート
ローソンは、「セルフメディケーション・サポート」として、
医薬品の販売や介護事業者と連携した店舗の出店、
自治体との連携から市民参加型のスポーツイベントまで
マチの人々が自ら健康を維持・管理できるように幅広く支援しています。

安心をサポート
宅配便と共同での商品お届けサービス、高齢者や買い物困難者の
方のために自治体・団体等とともに移動販売や注文配達を実現。
ローソンは常にお客さまの立場に立ったサービスで
さまざまなご要望にお応えしています。

大手調剤薬局チェーンのクオール株式会社、佐賀県と福岡県で調
剤薬局・ドラッグストアを展開する株式会社ミズなどと共同で、調
剤薬局併設型店舗の出店を進めています。2016年5月末日現在
で、38店舗を展開しています。

調剤薬局チェーンと提携

調剤薬局併設型店舗を拡大
移動ローソン号があなたのマチに

ローソン移動販売サービス※

ご注文の品物をお届けします

ローソンお届けサービス※

2009年の改正薬事法施行による「登録販売者制度」の導入に伴い、
通常の店舗でのOTC医薬品（市販薬）の取り扱いを強化しています。
調剤薬局併設型店舗を含め、2016年5月末日現在で136店舗に達し
ています。

神石高原町と提携し、限界集落にある「道の駅」への出店
で、高齢化・過疎化が進む地域のインフラ機能を維持し
ています。移動販売のほか、限界集落維持に向けた地域
のコミュニティセンターの役割も担っています。

OTC医薬品（市販薬）取り扱いを強化

お薬のあるお店で安心をサポート

シニア・ご家族をサポートする、超高齢社会の地域のニーズに対応し
た店舗モデルが「ケアローソン」です。店内に介護相談窓口、及び元
気な地域コミュニティを応援する場として、多世代の方々が気軽に交
流できるサロンスペースを併設。またローソンの標準的な商品に加
え、シニア・ご家族の方々のニーズに配慮した商品を拡充していま
す。ケアローソンは、2016年5月末現在で埼玉県、新潟県、大阪府、
山口県、福岡県に計6店舗展開しています。

介護事業者と連携

店内に介護相談窓口とサロンを併設

マラソンやトライアスロン等の市民参加型のスポーツイベントの情
報提供、参加受付を行うwebサイト「LAWSON DO SPORTS」を運
営し、スポーツを楽しむすべての人を応援しています。

健康づくりを応援  LAWSON DO SPORTS

社会福祉法人吉野ヶ里町社会福祉協議会と提携し、
2015年4月1日から移動販売を開始しました。ローソン
の商品を中心に、食品や生活用品など約300品目を取
り扱っています。

電話などでご注文を受け、 商品をご自宅までお届けしています。商品は、お
弁当やおにぎりから、飲料などの重いもの、トイレットペーパーなどのかさ
ばるものまで、税込700円以上のお買い物から無料で配達しています。

お菓子や飲料、果物、日用品などを豊富に揃えたお店が高齢者施設や企業、多目的ホールなどにおうかがい
し、商品を販売しています。また、店舗へご来店いただくことが困難なご高齢の方々や、遠方にお住まいで買い
物が困難な方々を対象に、食品や生活用品などの移動販売を実施しています。移動販売の際に、高齢者世帯
の方々へ「お変わりありませんか」「食事は取れていますか」などの声かけをし、安否確認を行う「地域見守り
サービス」も行っています。

● やまびこローソン神石高原町店 
　 （広島県神石高原町）

● ローソン佐賀吉野ヶ里店
　 （佐賀県吉野ヶ里町）

ローソンはSGホールディングス株式会社とともに、2015年6月、マチに根ざした小商
圏配送・御用聞きを行うSGローソン株式会社を設立し、同月より東京都世田谷区にて
サービスを開始しました。

SGホールディングス（株）と業務提携し、配送・御用聞きを実施

調剤薬局コンビニ

介護相談窓口コンビニ

OTC 医薬品コンビニ

※これらのサービスは一部の店舗で実施しているサービスです。
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包括協定の締結数
４５道府県、7市
（2016年6月末日現在）

（北海道）
富良野名物オムカレー

（愛媛県）
直巻 愛媛の鯛めし

（沖縄県）
ドラゴンフルーツ（龍果実）パン

（三重県）伊勢茶仕立ての
ほろにがダブルシュークリーム

（新潟県）ローソンファーム新潟
のコシヒカリおにぎり
塩にぎり 2個入

（和歌山県）紀州うめどり
チキンカツ＆だし巻弁当

（島根県）
出雲そば

（宮城県）
三陸産かきごはん

地元の産品・食材の拡販

観光振興・PR

福祉・
子育て支援

環境への貢献

災害対策

地元の産品・
食材の拡販

防犯・
青少年の育成

たとえば伊豆半島では─

ＥＶ・ＰＨＶ利用のお客さまに
優待サービスを実施
静岡県・伊豆半島内のローソン48店舗
で電気自動車（EV）及びプラグインハイ
ブリッド車（PHV）で来店されたお客さ
まに対し、MACHI caféのホットコー
ヒーを１杯無料で提供する優待サービ
スを期間限定で実施しました。

たとえば静岡県では─

高齢者や児童、障がい者
などの見守りをさらに推進
高齢者や児童、障がい者に対する虐待などを防ぐため
に、県内のローソン全店舗で静岡県の見守り手帳を活
用して高齢者等の異
変を発見した場合は
県の指定する機関に
連絡を行っています。

たとえば京都府では─

京都府民の健康づくりを支援

たとえば大阪府では─

認知症や高齢者の見守りを実施

たとえば島根県では─

子どもたちの体力向上を応援

県内の子どもたちの体力向上を図る取り組みが「しまねっ子！元気アップ・プログ
ラム」です。ローソンはこのプログラムに積極的に取り組んだ学校の表彰や、普
及啓発のために開催されている「しまねっ子！元気アップ･カーニバル」に協賛し、
副賞として鉄棒補助パッドやドッジボールなどの運動用具を提供しています。
（2016年度：小学校16校、及び出雲市小学校陸上大会）

日本各地の地域の食材や特産品を使用して商品を開発・販
売※し、地産地消を実現。地域の活性化に取り組んでいます。

（熊本県）熊本県産
球磨栗のモンブラン

● 振り込め詐欺の防止
店舗従業員の機転で、ATMの操作に手間取っていたお客さ
まに声をかけたことから振り込め詐欺を防止した事例や、「お
金を送りたい」とお申し出になったお客さまに事情をうか
がったことから還付金詐欺が判明した事例などがあります。

ローソンは一般社団法人日本フ
ランチャイズチェーン協会のセ
ーフティステーション活動に積
極的に参加し、安全・安心なまち
づくりへの協力や青少年環境の
健全化への取り組み等を推進し
ています。

皆さまに安全・安心な店舗へ　セーフティステーション活動

もっと、マチを元気に
ローソンは、地産地消の推進、子育て支援、
セーフティステーション活動への参加、大規模災害への対応や
環境への貢献などの各種の活動を、地域や地方自治体と
密接に連携を取りながら実践しています。

ローソンは全国の自治体と包括協定を
結び、さまざまな地域貢献活動を進めて
います。日本各地に広がる店舗ネット
ワークの力で、日本中のマチを元気にし
ていきます。

地方自治体との包括協定の締結

全国のお店を通じて
マチを元気に

● 急病人や高齢者の保護
● 地域防犯・防災活動への協力

2015年12月「地域あんし
ん見守り協定」を締結

たとえば東北5県では─

子育て家庭に
「子育て支援クーポン」を発行

2016年1月「京都府民の健
康づくりの推進に向けた連携
及び協力に関する協定」締結

2015年9月「高齢者にやさ
しい地域づくり推進協定」を
締結

2016年5月に開催された「第3回
出雲市小学校陸上大会」

店頭告知ポスター（急
速充電器設置店舗用）

健康づくりに関する情報の提供や、京都府や市町村
等が実施する健康づくり事業への協力など、京都府
民の健康づくりを推
進しています。

認知症に対する正しい知識の普及・啓発、認知症の徘
徊行動等による行方不明高齢者の早期発見・保護な
ど、高齢者の見守りに
取り組んでいます。

青森、岩手、秋田、山形、福島の東北5県で「子育て支
援クーポン」を発行。未来を担う子どもたちとそのご
家庭を支えていくために、子育て中のお客さまを
クーポンでサポートしています。

※このクーポンは見本です。

※掲載商品は一例です。販売を終了している場合があります。
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募金総額 約37.7 億円
活動地域 3,947 カ所
緑化面積 約6,989 ha
緑化本数 約1,747 万本

寄付先：公益社団法人 Civic Force（シビックフォース）
東日本大震災で被災した学生の皆さんを支援する奨学金プログラ
ムです。1,097人（開始当初）の奨学生に月額3万円の奨学金の支
給を行い、皆さんの夢を応援しています。

夢を応援基金 （東日本大震災奨学金制度）

寄付先：公益社団法人 国土緑化推進機構
全国の小学校・中学校や特別支援学校
を中心とした環境緑化活動、ボランティ
ア団体等が実施する国内外の森林整備
事業などを支援しています。

■ 緑化貢献事業への参加

「ローソン緑の募金」を活かした緑化貢献事業
に、FC加盟店オーナーや店長、クルー、ローソ
ン本部従業員なども参加。
（1994年からの累計参加回数1,234回）

■ ローソン緑の募金活動実績

緑化面積・本数は、「ローソン緑の募金」総額及
び「緑の募金」全体の活動実績から、一定の仮定
のもとに算出したものです （1992年9月～
2016年2月）。

2016年2月に宮城県で開催された
復興支援イベントに奨学生が参加

学校での活動の様子

山での活動の様子

TOMODACHI女子高校生キャリア
メンタリングプログラムin福島2015

（1992年9月～2016年2月末日累計）
寄付金額には、店頭募金に加え本部
寄付金やLoppi募金、ポイントに
よる寄付金、災害救援募金
等が含まれています。

ローソン緑の募金

寄付先：公益財団法人 米日カウンシルージャパン
日米の教育･文化交流や、東日本大震災からの復興支援、次世代
リーダー育成を進めている官民パートナーシップ TOMODACHI
イニシアチブ。TOMODACHI 募金の収益金で、東北の学生の教
育･文化交流を支援しています。

TOMODACHI募金 （東北学生 教育・日米交流支援）

「ローソングループ“マチの幸せ”募金」

累計総額 約80億円

マチに暮らす人たちの
環 境 へ の 意 識

4.8%13.2%

9.0%

※環境省「環境にやさしいライフスタイル実態調査」（2014年）

これまでに行ったことはなく、
今後も行いたいとは思わない

73.0%
すでに行っており、今後も
引き続き行いたいと思う

すでに行っているが、今後は
あまり行いたいとは思わない

Q 日常生活において節電
等の省エネに努める
よう意識していますか※

これまでに行ったことはないが、
今後は行いたいと思う

「自然と人の共生を目指す里山づくり」
が私たちNPO法人の主な活動です。
活動に必要なスコップなどの、森を整
備する用具の購入や、活動経費に
「ローソン緑の募金」を活用させていた
だいています。寄付や会費だけではま
かなえないのでとても助かっています。
ローソンは緑の募金のほか、バイオマス
発電の導入にも取り組んでいますが、
身近な存在のコンビニが私たちの暮ら
すマチの環境活動をもっとけん引して
いってほしいと思います。私は普段、環
境啓発になればとSNSに里山の写真を
掲載していますが、ローソンからも、もっ
と生物多様性の観点からの発信がある
とうれしいですね。それとコンビニeco
バッグはつねに携帯
しているんですよ。
CO2削減にも役立
つし、すごく使いや
すいですから。

後藤洋一さん
特定非営利活動法人 樹木・環境ネットワーク協会
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“マチの幸 せ”募金
ローソングループは“緑”と“子どもたち”への支援を中心に
募金活動を推進しています。店頭募金に寄せられた
お客さまの善意は、ローソン本部の寄付金と合わせて
3つの公益団体に寄付され、
全国の学校を中心とした緑化活動と、
東北の復興に向けた子どもたちへの
支援などに役立てられています。
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太陽光発電システム
地球にやさしい
エネルギー、
太陽光で電気も
つくっています。

冷凍・冷蔵機器に
ＣＯ2冷媒を使用
冷蔵庫や冷凍庫は、
フロンを使用しない

機器を使い、電気使用量も
削減しています。

什器・設備の再使用
お弁当の棚や、調理器
などの機材や機器は
きれいにして、
再使用しています。

国産原料を活用した商品
お弁当やおにぎりなどの
商品の原料の一部は、
その地域で取れるものを
使い（地産地消）、

地域の活性化とともに、
原材料の輸送エネルギーの
削減に貢献しています。

看板・店内照明へ
ＬＥＤ導入

お店の照明はLED。
電気を節約しています。

効率的な配送・
エコドライブ

店舗に商品を運ぶ車も、
エコタイヤで
エコドライブを
心がけています。

食品・廃油リサイクル
からあげクンや

コロッケなどを揚げた油は、
ブタやニワトリのエサの材料や
バスの燃料、石けんなどに、

売れ残り食品は
家畜のエサや肥料に
生まれ変わります。

「COOL CHOICE」は、部屋の電気のオ
ン・オフ、顔を洗うときの蛇口の開け閉
め、エアコンの温度設定など、毎日の暮
らしのささやかな省エネ行動で「二酸化
炭素（CO2）などの温室効果ガス排出量
を抑える」国民運動です。ローソンもこ
の取り組みに賛同して低炭素社会の実
現に貢献しています。

「COOL CHOICE」
に賛同

■ １店舗当たりの電気使用量（指数）とＣＯ2排出量※1

20%削減へ
店舗の環境への取り組み
ローソンの店舗では、2020年度までに
1店舗当たりの電気使用量20%削減（2010年度比）を目指し、
省エネタイプの機器を導入するほか、「省エネ10か条」を定めて
実践しています。また、廃油や食品のリサイクルなど、
廃棄物削減、省資源への取り組みも行っています。

店舗に設置されている要冷機器や空調
機器の運転効率を向上させ、店舗全体
のムダな電気使用量を削減するため、
「省エネ10か条」を定めています。各店
舗は日々の業務のなかで要冷機器・空調
機器のフィルター清掃や、エアコンの設
定温度の順守などに取り組んでいます。

店舗の省エネを推進

「省エネ10 か条」の取り組み

2010 年度比

ローソンは、省エネタイプの要冷機器や空
調機器、LED照明などの省エネルギー機器
を積極的に導入し、省エネルギー目標の達
成を目指しています。

省エネルギー目標

2020 年度 1店舗当たりの
電気使用量 （%）

（t-CO2）

0
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100

0
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120

（年度※2）2010 2015 2020

68.2 86.4
基準年

100.0 80.091.5

98.8

年間電気使用指数（左軸）
CO2排出量（右軸）

目標
20％削減

※1 CO2排出量は電気事業連合会で出している受電端
の調整後係数を使用しています。2015年度、2020
年度は2014年度の係数で試算しています。

※2 行政年度に合わせて４月1日から翌年３月３１日で算定
しています。

環
境
へ
の
取
り
組
み

低炭素社会の構築に向けて

16 17



店舗から排出された廃
油を専用の缶に入れて
回収

廃油に混ざった不純物を
取り除き、薬品と化学反
応させてBDFを製造

ローソン店舗の「バイオ
マス発電機」の燃料とな
ります

この店でのバイオマス発電の
実績・結果が未来につながる

環境に負荷のかからない
循環型エネルギーを追求

BDFは、もともと大気中のCO2を吸収し生長している
植物由来の原料であるため、大気中のCO2を増加さ
せることがない環境にやさしい燃料です。今後ますま
す環境に負荷のかからない循環型エネルギーの活用
が必要になるなか、ローソンのバイオマス発電システ
ムは、そのモデルとして重要な位置付けになると思っ
ています。私どもも、このシステムの原料調達と製品
製造を担いながら、一緒にバイオマス発電の可能性を
追求していきたいと考えています。

現在、5店舗を経営していますが、この環境配慮型モ
デル店舗の運営を始めてから、当社の従業員やク
ルーたちも、最新の省エネルギーの取り組みを誇り
に思っていますし、みんなの環境への意識も変わっ
てきています。お客さまも興味をおもちの方が多く、
設備に対する質問を受けることもたびたびあります。
模範になれる店としてバイオマス発電の実績・結果
を出せるように努めることが、マチの未来につながる
と思っています。

森本浩二さん
浜田化学株式会社
本社営業部 次長

岡野輝平さん
浜田化学株式会社
取締役副社長

森井幸司さん
ローソン夢前スマートインター前店 オーナー
株式会社Ｋ・Ｍ・Ｃ 代表取締役

2016年2月にオープンした環境配慮型モデル店舗「ローソン夢
前スマートインター前店」では、各種の創エネ・省エネ施策を実施
し、外部からの調達電力量の2010年度比約70％削減を目指して
います。　
なかでもコンビニエンスストア初の「バイオマス発電」設備を導
入し、店舗から排出された使用済み食用油（廃油）の一部をバイ
オディーゼル燃料（BDF）にリサイクルして発電機の燃料として使
用し、発電した電気を店舗で利用しています。

店舗からの廃油を活用し
環境配慮型モデル店舗でバイオマス発電を実施
兵庫県姫路市 ローソン夢前スマートインター前店

■ 廃油が「バイオマス発電」に活用される仕組み

廃油からBDFができるまで
～浜田化学株式会社の事例～

バイオマス発電とは
バイオマス発電の導入

店舗の横に設置しているバイオマス発電設備（上）
ローソン夢前スマートインター前店外観（下）

店舗で油を使用BDFを使って
店舗で発電＆活用

植物から油を製造

排出量 = 吸収量

栽培した植物が
CO2を吸収

バイオマス発電とは動植物から生ま
れた生物資源を利用した発電です。
夢前スマートインター前店では植物
性の廃油※から製造したバイオ
ディーゼル燃料（ＢＤＦ）を利用してバ
イオマス発電を行っています。

電気使用量の多い時間帯、
夏期（７～９月）の電気料金の高い
時間帯に運転し、効果検証を実施。

店舗で使う電力の
約20％をまかないます

バイオディーゼル燃料とは植物性
廃油などの生物資源からつくられる
軽油の代替燃料です。BDFを燃焼
し、大気中にCO2を排出しても、燃
料の原料となる植物が生長する際
に光合成により大気中のCO2を吸
収するため、CO2の増減に影響を与
えません（=カーボンニュートラル）。

※当該店舗の廃油を含め、中部エリア（愛知、岐阜、三重、石川、
富山、福井、静岡）の約1,100のローソン店舗、及び一部の惣
菜製造工場の廃油を、浜田化学㈱が回収しています。ローソ
ン店舗からの廃油発生量は、約60～70L/店・月です。

BDF製造装置

店舗のフライヤー

バイオマス発電設備

CO2

バイオディーゼル
燃料（BDF）製造

発生

CO2

各種省エネ施策はP.24をご覧ください

0
ローソン夢前スマート
インター前店

廃油を回収して
工場へ

BDFを
店舗へ運搬
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■ 食品リサイクルループ　～食品廃棄物が資源として循環するモデル～

土づくりにこだわり、
健康でおいしい大根を生産

土を元気にして元気な作物を
育てるための堆肥をつくる

大根の
加工

商品の
搬入 収集運搬

当社は境港市のローソン全店舗
の廃棄物を収集運搬しています。
小売店、リサイクル施設、農家な
どの関係者が積極的にリサイク
ルに力を入れ、努力し、リサイク
ルループが完成していることは
素晴らしいことです。この取り組
みに参画することができ、うれし
く思います。

店舗からの食品廃棄物は発注精
度を上げることにより最小限に
なっているものの、廃棄はやはり
気分のよいものではありません。
それがリサイクルされることは社
会貢献的な意味でもとてもよい
ことだと思います。この取り組み
によって食品リサイクルに対する
認識が広がるとよいと思います。

渡辺三矢さん 株式会社渡辺商会 
代表取締役

有限会社大根屋 株式会社渡辺商会

株式会社
ローソンファーム鳥取

有限会社
山陰エコシステム

渡邉大祐さん ローソン境港誠道町店 オーナー
株式会社アクロス 代表取締役

全国のローソンファームでは土壌を分析してミネラルバランスを
整えた健全な土で農作物を生産しています。さらに、ローソン
ファーム鳥取では、地域のローソンの店舗等から排出された食品
廃棄物をリサイクルしてできた堆肥を土づくりに活用していま
す。店舗の売れ残り食品等から堆肥がつくられ、そのリサイクル
堆肥で大根が生産され、ローソン店舗のおでん商品として大根
が販売されるという食品リサイクルループを実現しています。

ローソンの売れ残り食品等をリサイクルした堆肥を使い
健康な土壌づくりで、おいしいおでんの大根を生産
ローソンファーム鳥取

食品リサイクルループの実現

私たちは、土を元気にして、元気な作物を育てるための
堆肥をつくっています。主原料は境港市内で回収した
食品廃棄物で、そこに木質等の副原料を混ぜて発酵さ
せています。リサイクル堆肥は、有機質に富んでいるた
め微生物が活発に働き、土を健全にしてくれます。境港
市内のローソン店舗の食品廃棄物はすべて、ここで堆
肥としてリサイクルされます。商品の流通段階での廃
棄物ですから異物混入もなく、収集運搬も含めてきち
んと管理されています。この身近なおでんの大根の裏
側の取り組みを広く消費者に知ってもらうことで、次世
代の子どもたちに資源循環の意義をもっと理解しても
らうことができるのではないかと期待しています。

ローソンファーム鳥取では、おでんの大根とジャガイ
モを生産しています。野菜づくりに大切なのは土づく
りです。その土づくりの土台にリサイクル堆肥がとて
も重要な役割を果たしています。さらに土壌分析をし
て野菜の生長に必要な栄養を与えることにより、減農
薬でも健康でおいしい野菜が育ちます。地域の農業
が成り立っていくためには、地域の資源を活用するこ
とが重要です。ローソン店舗を含めた地域の食品廃棄
物等からつくった堆肥で、ローソンおでんの大根を育
てるリサイクルループは、私たち生産者にとっても誇
れる取り組みです。

松本正根さん
有限会社山陰エコシステム
代表取締役

長谷川  誠さん
有限会社山陰エコシステム
統括マネジャー

足羽直美さん
株式会社ローソンファーム鳥取
代表取締役社長

足羽  健さん
有限会社大根屋
代表取締役社長

堆肥の
納入

堆肥化施設ローソンファーム

大根の生産

堆肥の使用 堆肥の製造

中間処理

廃棄物の発生
ローソンおでん

全国のローソン
店舗で販売

鳥取県境港市のローソン
全店舗の食品廃棄物を回収

ローソン
店舗

■ 収集運搬■ ローソン店舗
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味や栄養などの品質は変わらないのに、形、大きさ等の見た目がほかと少し異なる農産物が規格外野菜で
す。この規格外野菜は、通常の販売には適さないために店頭に並ぶことなく廃棄される場合があります。
ローソンファームでも10～15%の規格外野菜が産出されますが、これらを加工して惣菜やサラダ、漬物な
どに利用することで農産物の有効活用に役立てています。

規格外野菜を有効利用

ローソンファームで採れた規格外野菜を
加工して、惣菜などの原料に活用

流通企業と全国の若手農業経営者のGAP普及に向けた取り組みが
評価され、「GAP普及大賞2016」を受賞

ローソン店舗製造工場香取プロセス
センター

全国のローソンファーム
及び契約産地

廃棄物の排出を抑制

店舗ではお弁当やおにぎり、調理パンなどの商品の発注に「セミ
オート（半自動）発注システム」を導入しています。これは個店ごと
の売上動向や客層の情報、天気などのさまざまな情報を分析して
「自店に最適な品揃え」と「商品別の発注数」を自動的に推奨するシ
ステムです。その上で、発注者が地域行事などを考慮して品揃えと
発注数を検討することで、さらに発注精度を向上させています。お
客さまにとって欲しい商品がいつでもあるように、品揃えと発注数
を適正化することによりムダな廃棄を抑制しています。また、店内
で調理を行う「まちかど厨房」では、お客さまの動向に合わせて製
造をコントロールしています。

商品の発注精度の向上

品揃えの適正化によりムダな廃棄を抑制

店舗の売れ残り食品（お弁当やおにぎりなど）は1店舗1日当たり7.8kg、揚げ物に使った食用油（廃油）は同
2.3kg排出しています（食品リサイクル実施店舗での実績）。売れ残り食品はリサイクル工場に搬入され、飼
料（ブタやニワトリのエサ）や肥料に、廃油は飼料用添加剤（エサの材料）や公共バスの燃料（バイオディー
ゼル燃料）、無添加石けんなどに再生されます。その結果、2015年度の食品リサイクル等実施率は法定目
標38.5%に対し41.1%の結果となりました。

店舗の売れ残り食品のリサイクルを推進

「食品リサイクル等実施率」の実績は41.1％

ローソンファーム
─環境への取り組み─

ローソンは、よりいっそう食の安全の確保に取り組むと同時に、ロー
ソンファームの適切な農場管理体制を構築するため、ＪＧＡＰ※1認証
取得に取り組んでいます。2016年7月、ローソンとローソンファーム
社長会の取り組みが、もっともGAPの普及に貢献したとして評価さ
れ、認定NPO法人アジアＧＡＰ総合研究所が主催する「ＧＡＰ普及大
賞2016」を受賞しました。2016年6月末日現在で、13ヵ所のローソ
ンファームがJGAP認証を取得しており、2016年8
月末日までに22ヵ所※2での取得を目指しています。
企業単位の農業集団でのJGAP認証の取得は、全
国で初めてのことです。

ローソンファーム社長会
若手農業経営者が集まり、意見交換な
どによりお互いの農場管理を高めてい
ます。

原料供給 カット野菜
原料供給 商品供給

規格外野菜
（折れ・表皮の染み）

サラダ等に利用

食品を除く
40.9kg※

食品
10.1kg 燃やすごみ

19.3

段ボ

その他

ール
14.0

廃油
2.3

（店舗数）

（基準年）
（年度※2）

（%）
15,000

12,000

9,000

6,000

3,000

0 2007 2013 2014

100

80

60

40

20

0

廃プラスチック
3.3
ビン 1.2缶 2.2

ペットボトル 0.6

0.3

売れ残り
食品
7.8

食品リサイクル
実施店舗
約2,400店
の実績

廃油リサイクル（左軸）
飼料化・肥料化（左軸）
熱回収（左軸）

績
実
の
舗
店
0
3
4
約
内
都
京
東

22.5

7,403
906

2,292
2,475

10,468
11,059

164
170

47.6

34.5

44.7

36.5

※ 食品廃棄物とそれ以外の廃棄物を合計すると51.0kgになります。 
※ 2015年4月1日～2016年3月31日で算定しています。

■ １店舗１日当たりの廃棄物量推計 ■ ローソングループ食品リサイクル実施店舗数の推移

※1 食品リサイクル等実施率は㈱ローソン沖縄と㈱ローソン南九州、
       ㈱ローソン高知を除いた数値です。
※2 4月1日から翌年3月31日で算定しています。

2015

2,381

11,470

174

38.5

食品リサイクル等実施率※1（右軸）
法定目標（右軸）

■ JGAP認証 取得状況

千葉
兵庫
茨城
石巻
大分豊後大野
山梨
北海道本別
愛知
宮崎
十勝
北海道岩内
秋田
新潟
長崎
熊本
鳥取
愛知豊橋
愛媛
鹿児島
薩摩
いちき串木野
大分

2016年6月末日現在

ホウレンソウ・小松菜・ニンジン
玉ネギ・白菜・レタス
ぶなしめじ
キュウリ・ミニトマト・長ネギ
ネギ
ぶどう
小麦
白菜・キャベツ
キュウリ
玉ネギ
大根
ベビーリーフ
米
リーフレタス・サニーレタス・青ネギ･玉ネギ
みかん
大根
いちご
みかん
キャベツ･大根・ニンジン・サツマイモ･ゴボウ
キャベツ
レタス
トマト

ファーム名 申請品目

認
証
取
得
済

8
月
末
日
ま
で
に
認
証
取
得
予
定

41.1

※1 JGAP（Japan Good Agricul-
tural Practice）:食の安全や環境
保全に取り組む農場に与えられる
認証で、農林水産省が導入を推進
する農業生産工程管理手法の一
つです。JGAPの基準には、農薬の
管理、肥料の管理など、食の安全
や環境保全に関係する農作業につ
いて120を超えるチェック項目で
明確な基準が定められています。

※2 ローソンファーム広島神石高原町
（ＪＡＳ有機を取得）を除く、すべて
のローソンファームになります。
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CO2

環境負荷の低減・省エネ性能に優れた自然冷媒の採用

CO2 冷媒を使用した冷凍・冷蔵システム
2010年度からCO2 冷媒を使用した冷凍・冷蔵機器の導入を開始
し、2016年2月末日現在で累計約1,300店舗に導入しました。
CO2冷媒は代替フロンと比較し地球温暖化への影響は約1/4000
と低く、かつ高い省エネ効果も期待できます。

太陽光発電システムの導入

再生可能エネルギーの普及･拡大
太陽光発電システムの導入に取り組み、2015年度までに約
2,000店舗に設置しています。売電用の10kW（5kW×2系統）と
店舗使用の2kWの合計12kWの発電が可能です。

CO2を冷媒に使うと何がよいの？

【目標】
外部調達電力量

約70％削減
2010年度比

バイオマス発電システム

ローソンの各店舗等から排出さ
れる使用済み食用油（廃油）の一
部をバイオディーゼル燃料にリ
サイクルして発電機で使用し、そ
の電気を店舗で活用しています。

放射パネル空調（空冷式）

売場天井部に設置した放射パ
ネルで人体や壁・床などへ効果
的に熱を伝えることで快適性と
空調効率を向上させています。

CO2 冷媒の冷凍・冷蔵システム

フロン類と比較して地球温暖化へ
の影響が約1/4000のCO2 を冷
媒に利用してノンフロン化を実現
するとともに、大幅な省エネを実
現しました。

扉つき要冷ケース

要冷ショーケースに扉をつけて
冷気もれを防ぐとともに、断熱
材を強化して断熱性能を高める
ことで、冷蔵効率をアップさせ
ています。

● 主な取り組み

要冷機器

12%
削減

■ CO2冷媒機器による削減効果

■ 主な自然冷媒の特徴

フロンの全廃

代替フロンの削減

自然冷媒
（炭化水素・アンモニア･CO2 等）

ローソンが選んだのは
CO2 冷媒です

フロンは紫外線から生物を守る
オゾン層の破壊を進めることな
どがわかったため、代替フロン
へ移行。

代替フロンはオゾン層を破壊し
ないが、温室効果はCO2の数
百倍～数千倍と高いため法規
制が強化され削減が義務化。

自然冷媒のなかでもCO2は、
他と比べて安全性に優れてい
ます。

CO2を圧縮することによりガス
化したときに熱を奪う性質（気
化熱）を利用することで冷媒と
して機能します。

炭化水素 アンモニア

大きい 大きい なし

あり あり なし

燃焼性

毒性

安全性

要冷機器

27%
削減

省エネルギーの推進

2008年から全国各地に最先端の技術を結集した環境配慮型モデ
ル店舗をオープンし、省エネルギー機器の効果を検証しています。
2015年度は、兵庫県姫路市に外部調達電力量を過去最大の約7
割削減することを目標とした最新のモデル店舗「ローソン夢前ス
マートインター前店」をオープンしました。実験で効果が高かった
ものは通常店舗への導入や新規設備の開発に活かし、さらなる省
エネルギーとCO2排出量の削減を実現していきます。

最新設備を導入した環境配慮型モデル店舗の取り組み

外部調達電力量を約 7 割削減へ
■ 主な設備の削減効果
【コンビニ初】
バイオマス発電システム １９.３％
太陽光発電システム 7.3％
【ローソン初】
放射パネル空調（空冷式） ３.２％
ＣＯ２冷媒の冷凍・冷蔵システム
＋ 要冷ケースへの扉設置等 ２５.９％
その他 １2.2％

計 ６７.９％

ローソン夢前スマートインター前店

省
エ
ネ

創
エ
ネ

インドネシアへのCO2冷媒の冷凍・冷蔵システムの導入で
「地球温暖化防止活動環境大臣表彰」を受賞
ローソンは、インドネシアの大手小売企業PT MIDI UTAMA INDONESIA Tbkの協力を得てミニスー
パー業態「Alfamidi」を対象に、CO2 冷媒の冷凍・冷蔵システムやLED照明、省エネタイプの空調機器の
導入を推進しています。
この取り組みがインドネシアにおける地球温暖化の防止及び省エネルギー化、大気汚染物質の排出抑制
にも大きく貢献しているとして、2015年12月に「平成27年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰」にお
いて「国際貢献部門」を受賞しました。また、日本とインドネシアにおける二国間クレジット制度（JCM）の
もと、小売業で初めてプロジェクトとして登録されました。

店舗全体の電気使用量 要冷機器の電気使用量

P.18
参照

P.25
参照
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683 667

お客さま

「コンビニecoバッグ」の普及

ケータイバッグ434万枚※を配布
レジ袋を削減するために、購入頻度の高いお弁当とペットボトルがぴっ
たり収まるサイズのケータイバッグ「コンビニecoバッグ」を作成して
います。多くのお客さまにバッグを携帯していただくために、2007年3
月から一部のローソン店舗で無償配布をスタート。その後、店頭マル
チメディア情報端末「Loppi（ロッピー）」での販売、さらにバッグの仕
様を公開して賛同企業を募り、社外での普及も進めてきました。
その結果、運動をスタートして8年で配布総枚数は約434万枚※と
なりました。 ※コンビニecoバッグ以外のケータイバッグも含みます。

■ レジ袋削減キャンペーンを行っている自治体
福島県、埼玉県川口市、東京都杉並区、東京都武蔵野市、
東京都瑞穂町、岐阜県大垣市、京都市、大阪府泉大津市、 
兵庫県西宮市、鳥取県、岡山県、岡山市、島根県、福岡県、
福岡市、長崎県、 鹿児島県

1店舗当たりのレジ袋使用重量（左軸）
レジ袋配布率（右軸）

（2016年2月末日現在）

参加されたお客さまの数

のべ3,196万人
オフセットされたCO2累計

約26,100トン

環境省／経済産業省
日本国割当量口座薄（償却口座）

Loppiで排出権の
移転代行申込

排出権と
ポイントを交換

排出権付き
商品を購入

■ ケータイバッグ配布累計実績
2013年度

429万枚
2014年度

431万枚
2015年度

434万枚

岩手県では、ごみの減量化やリ
サイクルに積極的に取り組む店
舗を「エコショップいわて認定
店」として認定しています。ロー
ソンは「エコショップいわて」に盛
岡市等の店舗を登録しており、レ
ジ袋の削減やごみのリサイクル
に積極的に取り組んでいます。

「エコショップいわて」
に認定

G7伊勢志摩サミットのカーボン･オフセット
2016年5月26日（木）、27日（金）に三重県で行われた「G７伊勢志摩サミット」において日本政府は企
業や自治体と協力し、サミットのカーボン・オフセットを実施しました。
ローソンはこの取り組みに賛同し、CO2排出権60トン‐CO2を拠出しました。こ
の排出権は、「東京大学（サステイナブルキャンパスプロジェクト）」の病院・冷
凍機の更新により創出されたもので、G７代表団、国際機関関係者、報道関係者
などのサミットに参加された方々の移動や宿泊、サミット会場での電気使用等
に伴う温室効果ガス約2万トンの排出をゼロにする一部に役立てられました。

省資源への取り組み
店舗スタッフからの声かけやケータイバッグ「コンビニecoバッグ」を
作成・配布するなどして、お客さまにご協力いただき、
レジ袋削減をはじめとした省資源への取り組みを行っています。

店舗スタッフの声かけや店内放送、啓発ポスターの掲出、ケータイ
バッグの配布などによりレジ袋の削減に努めています。また、自治
体で行っている「レジ袋削減キャンペーン」に参加し、レジ袋削減へ
の協力を呼びかけるステッカーの掲出や適正なサイズのレジ袋の
使用も推進しています。
2015年度の1店舗当たりのレジ袋使用重量
は2000年度比で25.8%の削減となり、お客さ
まへのレジ袋配布率は76.8%となりました。

レジ袋削減への取り組み

お客さまへの声かけや
ポスター掲出でレジ袋を削減

CO2 オフセットとは、自ら排出したCO2 を植林・森林保護・クリー
ンエネルギーなど他の場所で実現したCO2 排出削減量で埋め合
わせる考え方です。ローソンでは、共通ポイントサービス「Ponta」
で貯めたポイントを排出権と交換したり、排出権付き商品を購入
したりしてお客さまの生活で発生するCO2 のオフセット（埋め合
わせ）を支援する「CO2 オフセット運動」を推進しています。

お客さまの CO2を削減する
「CO2 オフセット運動」の仕組み

CO2オフセット
運動に参加

途上国のCO2 削減事業
（水力発電など）

や国内のCO2 削減事業で
創出された排出権

排出権
を購入

CO2
削減事業

証明書※を送付
※排出権付き商品は、
　証明書送付の対象外

移転済通知 排出権を移転日本のCO2 
削減に協力

■ 1店舗当たりのレジ袋使用重量

CO2 オフセット
運動

（kg）

（基準年）
（年度）

（%）
1,200
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600

300

0
2000 2013 2014 2015

100
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0

900

668

76.3 77.1 76.8
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●電気 ●水
●ガソリン・軽油
●重油 ●食材など  

●CO2
●廃棄物 ●排水 

原材料調達 製造工場 社有車配送車輌
OUTPUT

INPUT

店舗 本社・事務所

●CO2
●廃棄物 ●排水 

●CO2
●廃棄物 

●CO2 ●CO2
●廃棄物 ●排水 

※CO2の後の番号　 ～ 　は右の円グラフの番号に相当します。

※ ●CO2 ●CO2
●廃棄物 ●排水 

配送センター

1

1 7

2 3 4 5 6 7

■ サプライチェーンにおけるマテリアルフロー
●電気 ●水
●プロパンガス
●重油 
●原材料・包材など

●電気 ●水
●容器包装など

●ガソリン
●電気

●電気 ●水
●紙･事務用品など

●電気
●ガソリン・軽油・
　天然ガス
●梱包材

●軽油・天然ガス

サプライチェーンを通じた、温室効果ガス排出量の算定方法
基本ガイドラインに関する業種別解説（小売業）Ver.1.0に基づき算定

合計CO2排出量

4,868.4千トン

※［  ］内はCO2排出量（単位：千トン）

仕入れた原材料
（PB・NB製品、レジ袋など）

FC加盟店の電力

店内廃棄物、クローズ･
改装時の産業廃棄物

容器・割り箸・
レジ袋の廃棄

電力の調達に伴う
エネルギー関連

配送センターの
エネルギー消費

1 2

3 4

5

5

6

5

7

社有車のガソリン

出張
0.01%［0.5］｠

0.11%［5.5］｠

0.54%［26.5］｠
本社・エリア・支店・
直営店舗の電力 5 7
0.45％［21.8］※

■ 2015年度サプライチェーンのCO2 排出量

72.60％
［3,534.3］

22.42％

1.71％［83.2］

1.46％［71.1］

0.70％［34.2］

［1,091.3］

8

7

6

5

4

3

2

1

0

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
（基準年） （年度）2006 2013 2014 2015

（t） （g）
総重量（左軸） CO2排出量（左軸） 1容器当たり重量（右軸）

41,576

10,685

35,891

5.81
5.41

10,339

国産原料を活用した商品開発 ［原材料調達］

国産の旬の食材を活かしたお弁当やおにぎり、デザートな
どの商品づくりを進めています。これにより地域の活性化
につなげるとともに、外国産の原材料を使用するよりも輸
送距離が短くなり、かかるエネルギー消費を少なくするこ
とができます。

物流の環境推進 ［配送車両］

配送を効率的に行うため、共同配送の推進や納品頻度
の適正化を図っています。また、トラックの燃費を向上さ
せるため、エコタイヤを導入しています。さらに、運行状
況を把握する運行管理システムを使ってエコドライブに
努めるとともに、ドライバーを対象に、アイドリングストッ
プの徹底や騒音の防止などの研修も行い、意識向上を
図っています。

ムダを出さない製造体制 ［製造工場］

製造段階では、原材料の投入量、出来高量、盛り付け
量など、すべてグラム単位で計量して商品を製造する
「生産加工管理システム」を導入し、廃棄物を削減し
ています。

容器包装における環境配慮 ［製造工場］

弁当のラップフィルム包装をフタの周囲だけにすること
でCO2排出量を40％削減。冷やし麺類の容器にはサト
ウキビ由来の樹脂を一部使用したバイオPET樹脂を採
用しています。

原材料の輸送エネルギー
の消費を削減

効率的な配送や
エコドライブを推進

　
生産加工管理システムの導入植物由来の容器包装や

軽量化によりCO2排出量を削減

郷土のうまい！
宮崎の幸 味わい弁当

和栗のモンブラン

■ 容器包装重量及びＣＯ2排出量の推移

28,542
32,511

4.91 5.02

10,018 10,189

環
境
へ
の
取
り
組
み

低炭素社会の構築に向けて

サプライチェーンにおける環境への配慮
ローソンは高付加価値の商品を製造し、お客さまの身近なマチで販売する
「小商圏型製造小売業」の確立を目指しています。
そのため、サプライチェーンのすべての工程への関与を高め、
商品開発においてムダなく食材を利用したり、効率的な配送を行うなど、
サプライチェーンの効率化に努めています。
併せて環境負荷低減の活動にも取り組んでいます。
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注）掲載商品は一例です。販売を終了している場合があります。



世界の京都・まちの美化市民総行動
実施日：2015年11月1日（日）
参加者：40人（全体3,600人）
場　所：京都市内（繁華街や観光地）
2004年から継続して参加しています。

福岡ラブアース・クリーンアップ
実施日：2016年5月15日（日）
参加者：74人（全体820人）
場　所：福岡市中央区・大濠公園
約66袋分のごみを回収
1994年から継続して参加しています。

各地の自治体で開催される環境
イベントにも参加しています。
ローソンの環境への取り組みや
「ローソン緑の募金」の活動をア
ピールするブースを出展し、来
場の皆さまに環境保全への関心
と理解を深め、楽しく学んでい
ただく取り組みを行っています。

各地で開催される環境イベント

「ローソン緑の募金」などの活動をアピール

荒川クリーンエイド
実施日：2015年11月21日（土）
参加者：97人
場　所：東京都江戸川区・荒川河川敷
計65袋のごみと粗大ごみを回収
1994年から継続して参加しています。

仙台エコフェスタ２０１5
実施日：2015年9月6日（日）
場　所：宮城県仙台市青葉区・勾当台公園
          市民広場
２０１２年から継続して参加しています。

ふれあいの祭典
淡路ふれあいフェスティバル
実施日：2015年11月14日（土）・15日（日）
場　所：兵庫県淡路市・淡路ワールドパーク
　　　 ＯＮＯＫＯＲＯ＆動物愛護センター
　　　 淡路支所
２００９年から継続して参加しています。

マチの皆さまと取り組む美化活動

地域社会の一員としてマチをきれいに
各地の自治体や企業、市民が一
体となって取り組む河川や公園
などで行う美化活動に、地域社会
の一員として参加しています。
FC加盟店オーナーや店長、ク
ルー、そしてローソングループの
従業員やその家族、お取引先も
参加し、ごみ拾いを行うことで、
地域の人々とともに自分たちの
住むマチをきれいにしています。

社会貢献活動への積極的な参画
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地域社会の一員として
各地の自治体などが主催する美化活動や
環境イベントにも積極的に参画しています。
環境イベントではローソンの環境への取り組み内容を紹介するとともに、
「ローソン緑の募金」活動もアピールしています。

法令等の順守

コミュニケーションの推進

環境保全活動に関連する諸法規及び
自ら定めたルールを順守します

■ CSV小委員会

教育の推進により環境保全に対する意識の向上を図るとともに、
ステークホルダーとのコミュニケーションを推進します

社会・環境教育の推進

意識を高め、知識を深める研修を
ローソングループ全体で実施
社会・環境への貢献には、高い意識と知識、情報が必要です。ローソン
グループでは、本部従業員及びFC加盟店オーナー、さらに店長やク
ルーを対象とした社会・環境教育を行っています。本部従業員に向け
ては新入社員に対する研修をはじめ、年一回、eラーニングによる全従
業員を対象とした環境一般研修を実施しています。また、FC加盟店
オーナーや店長、クルーに対しては店舗オープン時研修のほか、社内
情報誌や環境報告書等を通じて、情報共有を随時実施しています。
各部門の代表であるＣＳＶ※推進担当は、より広い知識を習得するた
め、社内の研修とともに外部の研修を受講、さらには外部検定を受検
しています。
※ CSV：Creating Shared Value 共通価値の創造。事業活動を通じて新たな価値を創造
し、「社会課題の解決」と「企業の成長」の両立を目指すこと

ローソングループは環境関連法
令を順守し、社内環境監査で潜在
的な環境リスクを洗い出し、環境
事故の未然防止に努めています。
また、社内環境監査における結果
や新しい法規制の動向、他社で起
こった事故の事例などをグルー
プ内で共有し、グループ全体での
意識向上に努めています。

事業サポート本部 環境・社会共生
が事務局となり、本部・エリア・グ
ループ会社の代表メンバーである
ＣＳＶ推進担当が出席して毎月開催
しています。主な活動内容は、社
会・環境目標の進捗管理・情報共
有、店舗の指導・援助、内部環境監
査・外部審査への対応、社会・環境
教育の推進です。

■ ローソングループに関わる主な環境法令

エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法） 省エネルギー

省エネルギー

廃棄物削減

廃棄物削減

水質汚濁

廃棄物削減

オゾン層保護

省エネルギー

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法）

浄化槽法

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
（再生可能エネルギー特別措置法）

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律
（容器包装リサイクル法）

フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律
（フロン排出抑制法）

分　野名　称
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大連 53店舗北京 34店舗

重慶 110店舗

タイ 47店舗
上海 458店舗

フィリピン

ハワイ2店舗

インドネシア 38店舗

16店舗

海外店舗数

758店舗

国内店舗数※ 12,515店舗

会社概要  

店舗展開エリア

関東・甲信越地方
4,201店舗
茨　城
栃　木
群　馬
埼　玉
千　葉
東　京
神奈川
新　潟
山　梨
長　野

158
147
101
532
464
1,535
835
139
119
171

九州・沖縄地方
1,413店舗
福　岡
佐　賀
長　崎
熊　本
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄 

447
66
105
140
169
103
192
191

東北地方
964店舗
青　森
岩　手
宮　城
秋　田
山　形
福　島

219
165
208
184
81
107

四国地方 609店舗
徳　島
香　川

212
132

愛　媛
高　知

134
131

近畿地方
2,388店舗
滋　賀
京　都
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山

154
322
1,010
640
128
134

中部地方
1,493店舗
富　山
石　川
福　井
静　岡
愛　知
岐　阜
三　重

189
104
106
236
581
156
121

中国地方
699店舗
鳥　取
島　根
岡　山
広　島
山　口

115
120
155
186
123

北海道地方
628店舗

総店舗数（国内外合計）※ 13,273店舗 

企 業 情 報

社名 株式会社ローソン
所在地 東京都品川区大崎一丁目11番2号
 ゲートシティ大崎 イーストタワー
代表者 代表取締役 会長CEO 玉塚 元一
 代表取締役 社長COO 竹増 貞信
設立 1975年4月15日
資本金 585億664万4千円
社員数 8,294人

事業内容 コンビニエンスストア「ローソン」
 「ナチュラルローソン」及び「ローソンストア100」
 のフランチャイズチェーン展開
全店舗売上高 2兆495億円※
総店舗数 13,273店舗（国内外合計）
出店エリア 国内47都道府県・中国（上海市・重慶市・大連市・北
 京市）・インドネシア・ハワイ・タイ・フィリピン

2016年2月29日現在／連結（代表者については2016年6月1日現在）

2016年2月29日現在

武漢
（2016年5月、3店舗同時オープン）

※：全店舗売上高（連結）は、国内コンビニエンスストア事業、海外事業及び成城石井の店舗売上高の合計です（連結対象のみ）。
なお、成城石井事業については直営の成城石井店舗のみを集計しています。

※総店舗数、国内店舗数は、㈱ローソンマート、㈱ローソン沖縄、㈱ローソン南九州、㈱ローソン高知、㈱成城石井が運営する店舗数を含めています。　
　なお、㈱成城石井については、直営の成城石井店舗のみを含めています。
※地方別、都道府県別の店舗数には㈱成城石井が運営する店舗は含みません。
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社会・環境に配慮した事業活動を推進するため、環境マネジ
メントシステム「 I S O 1 4 0 0 1」を活用し、PD C A
（Plan-Do-Check-Action）のサイクルで社会との共生の推進
や環境負荷の低減に努めています。「ISO14001」を推進す
るため、事業サポート本部 環境・社会共生が事務局となり、
本部・エリア・グループ会社の代表メンバーであるＣＳＶ※推
進担当と連携し、社会・環境目標の進捗管理、店舗への指
導・援助、社内・外部審査への対応などを行っています。
月に１度、CSV推進担当が集まり、法令順守を踏まえた進捗
管理や情報共有、環境教育などを行う「CSV小委員会」（Ｐ.31
参照）を開催しています。さらにマネジメントシステムが有効
に機能しているかどうかを確認するため、年複数回の社内環
境監査に加え、第三者機関の審査を受け、取り組み状況の
確認とさらなる改善を重ねています。
※CSV（Creating Shared Value）：共通価値の創造

■ ローソングループの目指す姿

■ 環境マネジメントシステムを活用し、
　 進捗を確認します。

環境マネジメント
システム
ISO14001

Plan
（計画）

Action
（見直し）

Do
（実施･運用）

Check
（チェック）

持続可能な社会の実現

社会・環境への取り組みにおけるグループの目指す姿

持続可能な社会の実現に向け、
2 つの大きな視点から取り組みを推進
ローソングループは社会・環境への取り組みを推進するう
えで、次の2つの視点からの取り組みを通じて、持続可能な
社会の実現を目指します。
1つ目は、自らの社会・環境に貢献する活動。特に事業活動
によるCO2 排出量の削減のため、サプライチェーンのCO2 
排出量を把握するとともに、店舗には最新の省エネルギー
機器を導入するなどしています。2つ目として、商品やサー
ビスの提供を通じ、お客さまの社会・環境活動への支援を積
極的に進めています。

環境マネジメントシステム

「ＩＳＯ１４００１」を活用し、
環境負荷を低減

［ISO14001の対象範囲］
2016年3月1日現在

本社19本部・室、8エリア、4グループ会社
店舗12,395店舗

自らの
社会・環境活動

原材料の調達から店
舗での販売までの過
程で環境負荷を低減

商品・サービスを通
じたお客さまの活動
支援

お客さまと
取り組む

社会・環境活動

継続的な改善の実施

環境マネジメントシステムを活用し、
目的·目標を定め、継続的な改善により
環境保全に努めます。
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（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：千米ドル※1）


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2005 2015
会計年度：
　営業総収入　
　　加盟店からの収入 	 ¥	 261,681 	 ¥	 247,681 	 ¥	 242,079 	 ¥	 230,003 	 ¥	 215,574 	 ¥	 197,673 	 ¥	 185,656 	 ¥	 186,928 	 ¥	 177,443 	 ¥	 174,325 	 ¥	 170,785 	 $	 2,303,124
　　売上高 227,606 174,044	 168,159	 192,942	 208,063	 192,330	 233,694	 119,944	 84,266	 75,858	 66,646	 2,003,221
　　その他 94,166 76,188	 75,010	 64,500	 55,320	 51,275	 47,842	 42,604	 39,468	 32,870	 30,627	 828,781
営業総収入合計 583,453 497,913 485,248 487,445 478,957 441,278 467,192 349,476 301,177 283,053 268,058 5,135,126
　営業利益 72,542 70,482 68,127 66,246 61,769 55,541 50,276 49,186 46,610 44,513 43,867 638,462
　当期純利益 31,381 32,687 37,966 33,183 24,885 25,387 12,562 23,807 22,119 20,983 22,025 276,193
　営業活動によるキャッシュ・フロー 112,205 110,568 81,503 85,189 86,357 72,210 40,696 51,717 55,771 47,596 46,933 987,546
　投資活動によるキャッシュ・フロー （68,657） （100,434） （47,924） （54,196） （52,912） （30,522） （42,596） （15,647） （36,525） （31,754） （55,282） (604,269)
　財務活動によるキャッシュ・フロー （50,201） （3,289） （39,650） （31,980） （27,545） （28,799） （27,239） （14,911） （31,973） （736） （7,795） (441,832)
　設備投資 106,747 141,251 84,032 77,361 74,572 50,326 71,399 42,907 64,413 49,822 54,417 	 939,509
　減価償却費及び連結調整勘定償却額※2 49,293 41,826 47,889 43,886 37,846 33,084 27,468 20,879 21,469 21,352 20,896 433,841
会計年度末： 	
　総資産 	 ¥	 803,212 	 ¥	 764,614 	 ¥	 620,993 	 ¥	 579,810 	 ¥	 531,454 	 ¥	 476,037 	 ¥	 448,132 	 ¥	 436,096 	 ¥	 397,108 	 ¥	 398,258 	 ¥	 375,107 	 $	 7,069,284
　純資産 	 272,997 	 263,798 	 250,498 	 230,182 	 214,663 	 208,467 	 198,136 	 201,167 	 188,574 	 199,493 	 175,184 	 2,402,720
　自己資本比率 	 32.9% 	 33.5% 	 39.5% 	 39.1% 	 39.7% 	 42.7% 	 42.8% 	 44.8% 	 46.6% 	 49.0% 	 46.7%
　現金及び現金同等物 	 69,793 	 76,755 	 68,760 	 72,766 	 73,670 	 67,712 	 54,843 	 83,982 	 62,823 	 75,547 	 60,441 	 614,267
　国内コンビニエンスストアグループ
　店舗数（店） 	 12,395 	 12,276 	 11,606 	 11,130 	 10,457 	 9,994 	 9,761 	 9,527 	 8,587 	 8,564 	 8,366
　従業員数（人） 	 8,294 	 7,606 	 6,336 	 6,404 	 6,475 	 5,703 	 5,236 	 5,186 	 3,735 	 3,614 	 3,585
1株当たり情報： 	
　当期純利益（円／米ドル※1） 	 ¥	 314 	 ¥	 327 	 ¥	 380 	 ¥	 332 	 ¥	 249 	 ¥	 255 	 ¥	 127 	 ¥	 240 	 ¥	 215 	 ¥	 202 	 ¥	 216 	 $	 2.76
　年間配当金（円／米ドル※1） 	 245 	 240 	 220 	 200 	 180 	 170 	 160 	 160 	 110 	 100 	 90 	 2.14
　配当性向 	 78.1% 	 73.4% 	 57.9% 	 60.2% 	 72.2% 	 66.8% 	 126.3% 	 66.6% 	 51.2% 	 49.6% 	 41.8%
経営指標： 	
　ROE（株主資本当期純利益率） 	 12.0% 	 13.0% 	 16.1% 	 15.2% 	 12.0% 	 12.8% 	 6.5% 	 12.5% 	 11.6% 	 11.3% 	 13.1%
　ROA（総資産当期純利益率） 	 4.0% 	 4.7% 	 6.3% 	 6.0% 	 4.9% 	 5.5% 	 2.8% 	 5.7% 	 5.6% 	 5.4% 	 6.0%
チェーン全店売上高（国内コンビニエンスストア事業）： 	
　形態別売上高 	
　　加盟店※3 	 ¥	 1,880,395 	 ¥	 1,827,779 	 ¥	 1,810,418 	 ¥	 1,747,915 	 ¥	 1,651,433 	 ¥	 1,499,576 	 ¥	 1,433,678 	 ¥	 1,434,166 	 ¥	 1,331,785 	 ¥	 1,311,479 	 ¥	 1,295,704 	 $	16,549,859
　　直営店 	 79,872 	 105,019 	 126,873 	 156,339 	 173,820 	 183,205 	 232,459 	 124,614 	 83,321 	 75,151 	 66,027 	 702,975
　商品群別売上高※3 	
　　加工食品 	 1,033,449 	 1,034,355 	 1,060,455 	 1,063,120 	 1,022,378 	 897,415 	 902,306 	 844,324 	 726,750 	 705,155 	 682,006 	 9,095,661
　　ファストフード 	 463,432 	 429,212 	 408,672 	 372,706 	 345,226 	 321,851 	 324,197 	 332,894 	 327,501 	 324,993 	 312,289 	 4,078,759
　　日配食品 	 276,886 	 277,210 	 275,437 	 271,920 	 263,101 	 264,166 	 239,088 	 186,109 	 162,625 	 155,575 	 150,917 	 2,426,948
　　非食品 	 186,500 	 192,020 	 192,726 	 196,506 	 194,546 	 199,348 	 200,544 	 195,453 	 198,230 	 200,907 	 216,519 	 1,641,436
チェーン全店売上高 	 ¥	 1,960,267 	 ¥	 1,932,798 	 ¥	 1,937,292 	 ¥	 1,904,254 	 ¥	 1,825,253 	 ¥	 1,682,782 	 ¥	 1,666,136 	 ¥	 1,558,781 	 ¥	 1,415,106 	 ¥	 1,386,630 	 ¥	 1,361,731 	 $	17,252,834
　対チェーン全店売上利益率 	 3.5% 	 3.6% 	 3.5% 	 3.5% 	 3.4% 	 3.3% 	 3.0% 	 3.2% 	 3.3% 	 3.2% 	 3.2%
※1.	米ドル金額は、2016年2月29日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル＝113.62円で換算しています。
※2.	無形固定資産の減価償却費も含みます。
※3.	加盟店から報告された売上高を含んでおり、未監査です。
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経営陣による財務状況と業績の評価及び分析


業界の動向 2016年 2月期の経営施策


商品及びサービスの概況


2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2005※2


小売業年間販売額 140,666 141,219 138,897 137,585 135,157 136,479 132,961 136,019 135,417 134,911 134,828


コンビニエンスストア業界
年間販売額


10,995 10,423 9,872 9,477 8,775 8,114 7,981 7,943 7,490 7,399 7,360


小売業における
コンビニエンスストアのシェア


7.8% 7.3% 7.1% 6.9% 6.5% 5.9% 6.0% 5.8% 5.5% 5.5% 5.5%


出典：経済産業省「商業動態統計調査」
※1. 小売業年間販売額・コンビニエンスストア業界年間販売額は暦年ベース
※2. 2013年3月、経済産業省により2004年以降の数値の改訂が行われ、上記数値はその修正を反映したものとしています。


2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2005


コンビニエンスストア店舗数 54,505 52,725 50,234 47,801 43,373 42,347 41,724 40,745 40,405 40,183 39,600


出典：経済産業省「商業動態統計調査」


（年度） 2015 対チェーン全店
売上高比 2014 2013 2012 2011


チェーン全店売上高 1,960,267 100.0% 1,932,798 100.0% 1,758,656 100.0% 1,693,435 100.0% 1,621,328 100.0%


営業総収入 333,856 17.0% 316,340 16.4% 298,779 17.0% 282,752 16.7% 272,498 16.8%


営業総利益 308,889 15.7% 293,938 15.2% 275,442 15.7% 258,061 15.2% 244,462 15.1%


販売費及び一般管理費 251,642 12.8% 232,972 12.1% 213,999 12.2% 198,730 11.7% 188,199 11.6%


広告宣伝費 14,705 0.7% 8,227 0.4% 9,023 0.5% 10,691 0.6% 11,144 0.7%


人件費 39,248 2.0% 36,691 1.9% 35,852 2.0% 34,931 2.1% 35,891 2.2%


施設費 142,073 7.2% 132,941 6.9% 123,444 7.0% 113,321 6.7% 104,215 6.4%


その他販管費 55,616 2.8% 55,112 2.9% 45,680 2.6% 39,784 2.3% 36,948 2.3%


営業利益 57,247 2.9% 60,966 3.2% 61,443 3.5% 59,331 3.5% 56,263 3.5%


経常利益 54,983 2.8% 61,649 3.2% 62,171 3.5% 59,459 3.5% 56,110 3.5%


当期純利益 21,802 1.1% 26,200 1.4% 33,625 1.9% 30,314 1.8% 22,462 1.4%


2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2005


ローソン 2,049 1,961 1,945 1,907 1,826 1,683 1,666 1,559 1,415 1,387 1,362


セブン-イレブン・ジャパン 4,291 4,008 3,781 3,508 3,281 2,948 2,785 2,763 2,574 2,534 2,499


ファミリーマート 2,006 1,860 1,722 1,585 1,535 1,440 1,274 1,246 1,122 1,069 1,032


サークルKサンクス 975 944 951 947 980 923 902 940 902 911 920


4チェーン合計 9,321 8,773 8,399 7,947 7,622 6,994 6,627 6,508 6,013 5,901 5,813


4チェーン合計シェア 84.8% 84.2% 85.1% 83.9% 86.9% 86.2% 83.0% 81.9% 80.3% 79.8% 79.0%


出典：各社の公表データ
※上位4チェーンの数値は年度、4チェーン合計シェアは暦年ベースのコンビニエンスストア業界年間販売額を分母として計算しています。


2015年度の日本経済は、政府の経済政策効果もあり緩や
かな回復基調で推移したものの、年明け以降の株価急落や世
界経済の下振れリスクなど先行きの不透明感から個人消費に
歯止めがかかり、小売業界におきましては依然として厳しい
環境が続きました。
こうしたなか、2015年（1月～12月）のコンビニエンス


ストア業界は大手チェーン3社の積極的な出店により市場が


引き続きグループ企業理念「私たちは“みんなと暮らす
マチ”を幸せにします。」の具現化を目指し、事業活動を展
開しました。特に、売場・商品・FC加盟店オーナーとの関
係といったコンビニエンスストアビジネスの土台を強化す
るとともに、少子高齢化や女性の社会進出などのマチ（地


商品につきましては、6月に創業40周年を迎えたことを
記念し、主力カテゴリーを中心とした記念商品を発売しま
した。併せて、40周年を機に商品づくりを一から見直し、
素材・製法・味にこだわった商品を開発する「本気でおい
しいプロジェクト」を立ち上げました。このプロジェクト
のもと、「新潟コシヒカリ紅鮭弁当」をはじめとしたこだわ
りの商品を継続的に発売し、多くのお客さまからご支持を
いただきました。


4月からは、カウンターで「ドーナツ」の販売を開始し、
当期末現在では約9,700店舗で展開しています。さらに、お
客さまの生活全般を支援するため、プライベートブランド
「ローソンセレクト」の惣菜、冷凍食品などの品揃えの充実
を図りました。
「マチの健康ステーション」として、お客さまの健康に配
慮した商品の販売にも注力しました。特に、1食分の野菜
を手軽に摂取できる、ナチュラルローソンブランドの「グ


拡大し、業界全体の年間売上高が10兆9,957億円、前年比
+5.5%と好調に推移しました。12月末現在の店舗数は5万
4,505店で前年比+3.4%の増加となりました。
また既存店売上高は、2014年4月の消費税増税で落ち込


んだ反動もあり、大手チェーンを中心に販売が回復し、前年
比+0.9%増と4年ぶりにプラスに転じました。


域）の変化に対応しつつ、カウンター・ファストフードや
健康、ホームコンビニエンスやエンタテイメントなどの領
域で、ローソンらしさを追求しました。


リーンスムージー」は、女性や健康志向の強いお客さま層
を中心に多くのご支持をいただき、シリーズ累計の販売数
量が10か月で2,700万本を超えるヒット商品となりました。
また、当社が資本参加しているローソンファームは全国で 


23社となり、当社グループの店舗やオリジナル商品の工場
へ安全で新鮮な野菜や果物を供給する役割を担っています。
これらの商品強化のほか、9月に銀聯カードの店頭決済を


開始し、11月からはプリペイド決済機能付きPontaカード
「おさいふPonta」のサービスを開始しました。さらに12月
からは「dポイントカード」や「WAON」との連携を開始
するなど、お客さまの利便性の向上に努めました。
販売促進施策につきましては、「おにぎり100円セール」


やエンタテイメント分野の強みを活かした「三代目JSoul 


Brothers from EXILE TRIBE」の「スピードくじ」など、
集客効果の高い施策を展開しました。


■小売業界の市場規模とコンビニエンスストア業界のシェア※1 （単位：十億円）


■コンビニエンスストア店舗数の推移 （単位：店）


■当社業績（単体）の推移 （単位：百万円）


■コンビニエンスストア全体に占める上位4チェーン※の全店売上高 （単位：十億円）


店舗運営の概況


店舗運営につきましては、3つの徹底（①心のこもった接
客②マチのニーズに合った品揃えの徹底③お店とマチをきれ
いにする）の強化を軸に、FC加盟店への店舗指導の強化や
商品の発注方法を変更するなど、お客さまにご支持いただけ
る売場を実現すべく業務改革を実行しました。
中食カテゴリーを対象にしたセミオート発注システムを


当期末までにほぼ全店に導入したほか、加盟店支援を強化し
た新しいフランチャイズ契約の既存店への前倒し導入を進め
たことにより、売上向上などの効果が現れ始めています。今
後もお客さまの潜在ニーズを喚起でき、かつ欲しいものが常
にある売場づくりに取り組んでまいります。
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店舗開発の概況


店舗開発（出店）につきましては、ROI（投資収益率）の
考え方に基づいた、当社グループ独自の出店基準に基づき、
収益性を重視した店舗開発に努めました。


11月には株式会社ポプラとの資本業務提携契約に基づき、
同社が運営する「ポプラ」2店舗を「ローソン・ポプラ」と
してオープンしました。また、2月には株式会社セーブオン
とメガフランチャイズ契約を締結し、山形県・福島県・茨城
県で展開中の「セーブオン」のうち約50店舗を、2016年4


月以降、順次「ローソン」店舗に転換することといたしました。
調剤薬局、ドラッグストアチェーンとの提携により、一


般用医薬品や化粧品、日用品などの品揃えを加え、通常の
ローソンの約2倍にあたる約5,500品目を取り揃えている、
ヘルスケア強化型店舗を継続して展開しています。このよう
なヘルスケア強化型店舗も含めた一般用医薬品の取扱店舗
数は、当期末現在で136店舗（うち、調剤薬局併設店舗数は
38店舗）となりました。
また、高齢化や健康意識の高まりなどの社会変化に対応


した次世代コンビニモデルの構築にも取り組んでおり、当期
から展開を開始した介護相談窓口やサロンスペースなどを併


設したケア（介護）拠点併設型店舗は、当期末現在で5店舗
となりました。
「ローソンストア100」につきましては、事業再生計画
に基づき不採算店舗の閉店を推し進め、当期中に345店舗
（「ローソン」への転換含む）を閉店いたしました。残る809


店舗につきましては、適量・小分けで税抜き価格が100円の
商品構成比を高めるなどバリューニーズに対応するととも
に、お客さまからのご支持が高かった青果の販売を強化しま
した。その結果、当期の既存店売上高は前年を上回る実績と
なりました。
なお、当期における「ローソン」「ナチュラルローソン」


「ローソンストア100」国内の出店数の合計は967店舗、閉
店数は同じく859店舗となり、当期末現在の国内総店舗数は
11,880店舗となりました。また、当期末現在で、持分法適
用関連会社である株式会社ローソン高知が高知県でチェーン
展開する「ローソン」が132店舗、株式会社ローソン南九州
が鹿児島県でチェーン展開する「ローソン」が192店舗、株
式会社ローソン沖縄が沖縄県でチェーン展開する「ローソ
ン」が191店舗あります。


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


総店舗数 12,395 12,276 11,606 11,130 10,457


出店数 1,007 1,010 869 938 766


閉店数 888 422 393 265 303


増加店舗数 119 588 476 673 463


注）（株）九九プラス、（株）ローソンマート、（株）ローソン高知、（株）ローソン沖縄、（株）ローソン南九州、（株）ローソン熊本の運営する店舗数を含みます。


■国内コンビニエンスストア事業の店舗数 （単位：店）


■国内コンビニエンスストア店舗数 （単位：店）


（年度） 2015※4 期中増加店舗数※3 2014※3 2013※2


店 構成比 店 店 構成比 店 構成比


株式会社ローソン
直営店
　ローソン 166 1.3%  43 123 1.0% 112 1.0%
　ナチュラルローソン 30 0.2% -2 32 0.3%  32 0.3%
加盟店
　Bタイプ 1,191 9.6% -95 1,286 10.5% 1,207 10.4%
　Gタイプ 1,821 14.7% -167 1,988 16.2% 2,081 17.9% 
　Cタイプ 7,759 62.6% 523 7,236 58.9% 6,630 57.1%
　ナチュラルローソン 104 0.8% 20 84 0.7% 73 0.6%
　ローソンストア100※1 809 6.5% -342 1,151 9.4% 1,202 10.4%
　小計 11,880 95.8% -20 11,900 96.9% 11,337 97.7%
株式会社ローソン高知
直営店 5 0.0% 5 ― ― ― ―
加盟店 127 1.0% 127 ― ― ― ―
　小計 132 1.1% 132 ― ― ― ―
株式会社ローソン南九州
直営店 1 0.0% ― 1 0.0% 3 0.0%
加盟店 191 1.5% -10 201 1.6% 79 0.7%
　小計 192 1.5% -10 202 1.6% 82 0.7%
株式会社ローソン沖縄
直営店 2 0.0% ― 2 0.0% 1 0.0%
加盟店 189 1.5% 17 172 1.4% 162 1.4%
　小計 191 1.5% 17 174 1.4% 163 1.4%
国内コンビニエンスストアグループ


店舗数計
12,395 100.0% 119 12,276 100.0% 11,606 100.0%


※1. ローソンストア100の店舗数には「ローソンストア100」と「ローソンマート」を含みます。
※2. 店舗数合計には、2014年3月に単体に吸収した（株）ローソン熊本の運営する店舗を含みます。
※3.  店舗数のカウント基準を2014年度より変更したため、本表にある2014年度の実績には、狭小店舗（2014年3月1日時点で82店舗）が含まれています。 なお、「期中増加店舗数」には上


記の変更による82店舗は除いています。また、2014年3月に、（株）ローソン熊本が運営していた24店舗を（株）ローソンに吸収するとともに、（株）ローソンにて管轄していた鹿児島県内
の120店舗を（株）ローソン南九州に移管しております。


※4. 2015年4月に（株）ローソンから128店舗を（株）ローソン高知に移管しております。


ホームコンビニエンスの取り組み


ホームコンビニエンスの取り組みにつきましては、6月に
佐川急便株式会社を中核事業会社にもつSGホールディング
ス株式会社と共同事業会社を設立し、ローソン店舗を起点と
したお客さまのご自宅等への配送・御用聞きサービスを東京
都世田谷区の一部の店舗で開始しました。また、9月からは
インターネット・ショッピングモール「楽天市場」の対象商


品を全国のローソン店舗で受け取ることができる「コンビニ
受取りサービス」を開始しました。
今後も協業先企業を拡大し、ローソン店舗を拠点とした


注文・受取り・宅配サービス網を活用する「オープンプラッ
トフォーム」の構築を進め、お客さまの利便性をさらに高め
てまいります。







7 　Lawson, Inc. MD&A 2016 Lawson, Inc. MD&A 2016 　8


財務セクション


■既存店売上高・客数及び客単価の前年同期比推移（連結）


営業数値の概況


2016年2月期のチェーン全店売上高（連結）は2兆495億
円（前期比+4.5%）となりました。国内店舗数が12,515店
（グループ企業全体、成城石井事業含む）と前期比132店増
加したことなどにより前期を上回りました。


2016年2月期の既存店売上高（連結）は、前期比+1.4%


売上高の状況について


商品群別売上高（連結）につきましては、ファストフード
（前期比+9.2%）が前期実績を上回り、日配食品（同+3.6%）の
伸びも貢献しました。
ファストフードカテゴリーに属します米飯につきまして


は「本気で、おいしいプロジェクト」から発売した新商品や
おにぎり100円セール、TVCMなどの販促施策が奏功し、前
年を上回りました。同じくファストフードカテゴリーに属し
ますカウンター・ファストフードにつきましては、カフェラ
テの価格を見直したMACHI caféの販売好調が1年間継続し
たことに加えて、カウンターでのドーナツ販売もほぼ全店に
導入が完了するなどした結果、前年を大きく上回りました。
同じくファストフードカテゴリーに属しますデリカと、


となりました。積極的な広告宣伝の効果が客数を回復させ、
「ローソン」「ナチュラルローソン」合計の既存店売上高が
前期比+1.4%となったことや、事業再生計画に取り組んだ
「ローソンストア100」の既存店売上高も前期比+1.8%と回
復したためです。


日配食品カテゴリーに属します日配食品につきましては、生
活支援の取り組み強化のため、サラダのパッケージを変更し
てお買い求めやすくしたり、ローソンセレクトの販売スペー
スを拡大したり、積極的に販促施策を実施するなど、年間を
通して取り組みを強化し、前年を大きく上回りました。
日配食品カテゴリーに属しますチルド飲料につきまして


は、グリーンスムージーをはじめとするスムージーシリーズ
の累計販売数量が2,700万本を超えた、ナチュラルローソン
ブランドのカップ飲料が牽引し、前年を上回りました。
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（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


既存店売上高前期比 101.4% 99.0% 99.8% 100.0% 105.4%


　客数 100.9% 98.0% 99.0% 99.4% 101.0%


　客単価 100.4% 101.0% 100.8% 100.6% 104.3%


※「ローソン」及び「ナチュラルローソン」の合計です。


■既存店売上高・客数及び客単価の前期比（単体）※


契約タイプ VL-J VL-B


土地・建物 本部が店舗を用意 加盟店の土地・建物を活用


契約店 ローソンストア100としてすでに自社で運営している店舗 加盟店の土地・建物


契約期間 オープンより10年間 オープンより10年間


必要経費 契約時必要資金※4


255万円（消費税込）
内訳　加盟金： 105万円（消費税込）
　　　　　　　契約金26万2,500円／研修費26万2,500円／開店準備手数料52万5,000円
　　　出資金： 150万円（商品代金の一部）


その他諸経費 開店準備金：約50万円（つり銭・営業許認可料等）


投資
店舗建設・内装 本部負担 加盟店負担


営業什器 本部負担


最低保証※5 年間2,040万円 年間2,220万円


本部収入※5


【スライドチャージ制】総荒利益高に対して（月間）
1円～ 300万円部分 27%
300万1円～ 350万円部分 68%
350万1円～ 450万円部分 62%
450万1円以上 48%


総荒利益高に対して
チャージ率27%


加盟店サポート
（加盟店営業費の一部本部負担）


月間商品売上高に対する見切・処分額の次の率の範囲において
所定の負担率を乗じた合計金額の原価相当を本部が負担
　• 1.5%を超え、2.0%以下の部分： 30%
　• 2.0%を超えた部分：60%
但し一月当たりの本部負担額は上限10万円


̶


※4. 上記は加入時加盟店から本部へ支払われる金額です。それ以外に、加盟店は開業時つり銭等合わせて約50万円を別途用意する必要があります。
※5. 本部収入及び最低保証は24時間営業店舗の場合です。


■ローソンストア100の契約タイプの概要


（従来）
契約タイプ C G B


契約期間 店舗オープン日より10年間


FC加盟店オーナー要件 20歳以上、店舗専従者2名


土地・建物 本部が用意 加盟店が用意


店舗建設・内装費用投資 本部が負担 加盟店が負担


看板、営業什器 本部が用意


契約時必要資金※1
加盟金 150万円（契約金50万円、研修費50万円、開店準備手数料50万円）（税抜き）


出資金 150万円（商品代金の一部）


加盟店が差し入れる営業保証金 不要 平均月間売上高×2か月分 不要


本部収入※2 総荒利益高×50% 総荒利益高×45% 総荒利益高×34%


水道光熱費の負担 加盟店


最低保証（年間）※2（千円） 21,000 22,200 22,200


（新契約）
契約タイプ Cn B4


契約期間 店舗オープン日より10年間
FC加盟店オーナー要件 20歳以上、店舗専従者2名
土地・建物 本部が用意 加盟店が用意
店舗建設・内装費用投資 本部が負担 加盟店が負担
看板、営業什器 本部が用意
契約時必要資金※1 加盟金 150万円（契約金50万円、研修費50万円、開店準備手数料50万円）（税抜き）


出資金 150万円（商品代金の一部）


見切・処分額の一部負担


商品売上高に対する次の率の範囲において、所定の負担率を乗じた合計
金額の原価相当額を本部が負担
• 2.0%を超え、3.0%以下の部分： 20%
• 3.0%を超え、4.0%以下の部分： 30%
• 4.0%を超えた部分： 55%


̶


本部収入※2


総荒利益高に対して次の率を乗じた金額
• 300万円以下の部分： 45%
• 300万円を超え、450万円以下の部分： 70%
• 450万円を超えた部分： 60%


総荒利益高×34%


水道光熱費の負担 電気代及び店内空調に係る光熱費の50%を本部が負担※3 加盟店
最低保証（年間）※2（千円） 18,600 22,200


※1. 上記は加入時加盟店から本部へ支払われる金額です。それ以外に、加盟店は開業時つり銭等合わせて約50万円を別途用意する必要があります。
※2. 本部収入及び最低保証は24時間営業店舗の場合です。
※3. 本部が負担する金額の上限は1か月当たり25万円までです。


■ローソンの契約タイプの概要
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財務セクション


損益計算書（連結）各項目の状況について


その他の事業


営業総収入
売上高、FC加盟店からの収入、その他の合計で構成され


る営業総収入につきましては、計画に対して44億円、前期
より855億円（前期比+17.2%）それぞれ増加し、5,834億
円となりました。このうち、売上高は2,276億円で、前年よ
り増加しましたが、これは、前期は第4四半期のみを連結し
ていた直営店が中心の株式会社成城石井と、前期は4か月分
のみを連結していたユナイテッド・シネマ株式会社を通期で
連結したことによるものです。加盟店からの収入は2,616億
円で、ローソン店舗の売上が好調なことなどにより、前年よ
り増加しました。
なお、その他は941億円でした。


販売費及び一般管理費
連結ベースの販売費及び一般管理費は、前期より556億円


増加し、3,549億円となりました。計画に対しては約13億円
多くなりました。556億円増加のうち、単体の影響は186億
円で、残る370億円の大半は、前期は第4四半期のみを連結
していた株式会社成城石井や、4か月分のみを連結していた
ユナイテッド・シネマ株式会社の販売管理費が通期で連結さ
れたことなどによるものです。
単体ベースの販売費及び一般管理費は2,516億円と、前年


より186億円（前期比+8.0%）増加しましたが、計画よりも
約5億円少なくなりました。
広告宣伝費（単体）は、147億円となり、前期より64億


円多くなりました。なお、新FCパッケージに含まれている
品揃え支援が会計上、広告宣伝費に含まれておらず、こちら
は前期より7億円の増加となっています。また、これとは別
に、株式会社SCIの収入のうちFCオーナー支援のための協
賛金として活用された金額は前期より19億円多くなってい
ます。


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


ファストフード（構成比率） 463,432 23.6% 429,212 22.2% 408,672 21.1% 373,385 19.6% 345,424 18.9%


日配食品（構成比率） 276,886 14.1% 277,210 14.4% 275,437 14.2% 272,312 14.3% 263,180 14.4%


加工食品（構成比率） 1,033,449 52.7% 1,034,355 53.5% 1,060,455 54.7% 1,064,133 55.8% 1,022,619 56.0%


　（うちたばこ）（構成比率） 476,176 24.3% 482,750 25.0%  459,100 23.7% 496,971 26.1% 470,666 25.8%


食品計（構成比率） 1,773,767 90.4% 1,740,778 90.1% 1,744,564 90.1% 1,709,830 89.7% 1,631,223 89.3%


非食品（構成比率） 186,500 9.5% 192,020 9.9% 192,726 9.9% 196,716 10.3% 194,587 10.7%


チェーン売上高合計（構成比率） 1,960,267 100.0% 1,932,798 100.0% 1,937,292 100.0% 1,906,547 100.0% 1,825,810 100.0%


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


ファストフード 38.4% 38.9% 38.9% 38.4% 38.2%


日配食品 34.0% 34.1% 34.1% 34.4% 34.5%


加工食品 24.0% 24.1% 24.0% 23.9% 23.8%


非食品 49.7% 48.9% 47.7% 45.6% 43.4%


総荒利益率 31.3% 31.3% 31.0% 30.5% 30.1%


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


収納金額（百万円） 2,088,693 2,073,049 1,979,384 1,879,679 1,725,788


取扱件数（百万件） 198.3 198.9 196.1 190.4 177.7


手数料収入（百万円） 10,671 10,779 10,585 10,192 9,488


分類 内容


ファストフード 米飯・麺・調理パン（サンドイッチ等）・デリカ・ファストフード等


日配食品 ベーカリー・デザート・アイスクリーム・生鮮食品 等


加工食品 飲料・酒類・たばこ・加工食品・菓子 等


非食品 日用品・本・雑誌・ギフトカード 等


■商品群別売上高の推移（国内コンビニエンスストア事業、チェーン全店） （単位：百万円）


■チェーン全店：商品別総荒利益率の推移（単体）※


■チェーン全店： 収納代行業務の状況（単体）※


■商品群の内訳


総荒利益率は、31.3%と前期並みで計画どおりでしたが、
たばこ以外の商品については通期で前期を0.5%ポイント下
回りました。これは、価格改定したカフェラテの販売が年間
を通じて好調を維持したことや、ドーナツの導入店舗が拡大


当社グループには、国内コンビニエンスストア事業以外
にエンタテイメント関連事業、成城石井事業、海外事業、金融
サービス関連事業などがあります。
エンタテイメント関連事業につきましては、中核をなす


株式会社ローソンHMVエンタテイメントは、各種チケット
取扱高が増加し、引き続きチケット取扱高では業界トップ
クラスであり、業容は順調に拡大しています。音楽CD、
DVD等を販売する「HMV」の店舗数は、11月に書籍と音
楽を融合させた「HMV」最大のエンタテイメント複合店舗
「HMV&BOOKS TOKYO」を渋谷にオープンし、当期末現
在で53店舗となりました。また、ユナイテッド・シネマ株
式会社は、全国342スクリーンの映画館（運営受託含む）
を展開しています。今後ともチケット事業の領域を拡大す
るなど、これまで以上にお客さまのニーズに応える商品、
サービスの充実を図ってまいります。
成城石井事業は、株式会社成城石井による高付加価値追


求・製造小売型スーパーマーケット「成城石井」の運営で、直
営店舗数は2016年2月末現在で120店舗となっています。今
期は、テレビなどで健康効果が紹介されたココナッツオイル
やチアシードなどの販売が好調でした。また、「成城石井」で販
売しているワインの「ナチュラルローソン」での展開や、菓子
の共同輸入、ナッツ、カップスープなどの共同開発など、国内
コンビニエンスストア事業との協業を推進しました。引き続
き株式会社成城石井のブランド力や企業価値の向上に努める


したことなどを受けて、カウンター・ファストフードカテゴ
リーの荒利益率が低下したことに加え、主力カテゴリーを中
心にセールやキャンペーンを多く実施したことなどの影響に
よるものです。


とともに、同社がもつ商品開発力、製造小売業としてのノウハ
ウ、販売手法などの強みを国内コンビニエンスストア事業の
強化につなげてまいります。
海外事業につきましては、中華人民共和国では、上海市、重


慶市、大連市、北京市などで「ローソン」店舗を展開していま
す。タイでは、タイ消費財流通大手SAHAグループなどとの
合弁会社Saha Lawson,Co., Ltd.が「LAWSON 108」店舗と
「108SHOP」店舗を、それぞれ運営しています。米国ハワイ州
では、Lawson USA Hawaii, Inc.が「ローソン」店舗を展開し
ています。インドネシアでは、PT MIDI UTAMA INDONESIA 


Tbkが「ローソン」店舗を展開しています。さらに、フィリピ
ンの小売大手Puregold Price Club, Inc.との合弁会社PG 


LawsonCompany, Inc.への出資が完了し、2015年3月から
フィリピンでの出店を開始しています。
金融サービス関連事業を営む株式会社ローソン・エイティ


エム・ネットワークスは、ローソン店舗などへのATMの設置
台数が増加し、引き続き連結業績に貢献しました。今期も新
たな金融機関との提携を増やし、2016年2月末現在でサー
ビスを提供している金融機関数はネット銀行も含め全国で
80金融機関（前期末比9金融機関増）、全国のATM設置台数は
11,201台（前期末比+434台）となりました。なお、9月から銀
聯カードによる日本円の引き出しが可能な新型ATMを順次
導入したことなどにより、すべてのローソンATMで銀聯カー
ドのご利用が可能となりました。


商品群別総荒利益率の状況（単体）※


※「 ローソン」及び「ナチュラルローソン」の合計です。
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財務セクション


●貸借対照表の状況について
流動資産
流動資産は、前期末に比べ5億円（前期末比+0.2%）増加


し2,242億円となりました。これは主に、株式会社SCIの取
扱高の増加に伴い未収入金が90億円（前期末比+15.4%）増
加し677億円となる一方で、現金及び預金が69億円（前期末
比-9.0%）減少し697億円となったことなどによるものです。


固定資産
固定資産は、前期末に比べ380億円（前期末比+7.0%）


増加し、5,790億円となりました。これは主に、有形固定資
産が283億円（前期末比+10.3%）増加したことなどによる
ものです。この結果、総資産は前期末と比べ385億円（前期
末比+5.0%）増加し、8,032億円となりました。


流動負債
流動負債は、前期末に比べ185億円（前期末比+6.1%）増加
し、3,196億円となりました。これは主に、株式会社SCIの
取扱高の増加に伴い未払金が136億円（前期比+31.4%）増
加したことなどによるものです。


固定負債
固定負債は、前期末に比べ108億円（前期末比+5.4%）


増加し、2,106億円となりました。これは主に、リース債務
が118億円（前期末比+15.6%）増加したことなどによるも
のです。この結果、負債合計は前期末に比べ293億円（前期
末比+5.8%）増加し、5,302億円となりました。


純資産
純資産は前期末比91億円（前期末比+3.5%）増加し、2,729


億円となりました。当期純利益を313億円計上し、配当金を
242億円支出したため、利益剰余金は74億円増加し、1,546


億円となりました。この結果、自己資本比率は32.9％（前
期末は33.5％）となりました。


●貸借対照表における特徴的な勘定科目について
当社の財務諸表の特徴的な勘定科目は以下のとおりです。


加盟店貸勘定
当社は各FC加盟店から発注された商品を一括して仕入


れ、FC加盟店の代わりに個々の仕入先に対する支払金額を
計算し、支払いを代行しています。本部はその代金を「売上
債権:加盟店貸勘定」としてFC加盟店から回収します。
加盟店貸勘定は、主にこのようなFC加盟店の本部に対す


る債務を指します。2016年2月末は、前期末比65億円減少
の305億円となりました。


売上債権その他
取引先からの未収入金等は「売上債権その他」に含まれ


ます。これには、FC店舗分（FC店のカード売上代金等）も
含まれます。なお、買掛につきましては、直営店分とFC店
舗分を買掛金と加盟店買掛金に勘定科目を分けていますが、
カード売上に伴うカード会社との契約は当社が契約主体であ
り、カード会社に対する債権はすべて当社の債権ですので、
「売上債権その他」につきましては、勘定科目一本で表示し
ています。


2016年2月末の当該科目は、前期末比90億円増加の677


億円となりました。


長期貸付金
主に家主（店舗の土地・建物所有者）への建設協力金、


FC加盟店への本部融資等です。出店に関して家主へ差し入
れる資金につきましては、以前は差入保証金勘定に仕訳し
ていましたが、現在は長期貸付金となっています。2016年
2月末の当該科目は、前期末比36億円増加の408億円となり
ました。


差入保証金
当社では店舗の賃借契約において、賃借料の数か月分の


保証金を家主に差し入れています。前期末比71億円減少の
924億円となりました。


加盟店借勘定
本部のFC加盟店に対する債務を指します。すべてのFC加


盟店は日々の売上金等を本部に送金しており、「売上債権:加
盟店貸勘定」を超過する場合があります。その場合は、連結
貸借対照表に債務残高として「仕入債務: 加盟店借勘定」を
計上します。加盟店借勘定は、前期末比4億円増加の19億円
となりました。


税金等調整前当期純利益
店舗減損の増加を主因に連結特別損益142億円のマイナス


を計上した結果、連結税金等調整前当期純利益は前期より
29億円（前期比-5.1%）減少し、554億円となりました。店
舗減損については、昨今、経営環境が変化するスピードが加
速していることを鑑み、当第4四半期より、対象店舗の基準
を精緻化いたしました。これにより、当期につきましては、
新旧両基準による減損損失が計上されているため、店舗減損
が増加しております。


当期純利益
これらの結果、連結当期純利益は前期より13億円（前期


末比-4.0%）減少し、313億円となりました。1株当たり当
期純利益は313.81円となりました。


残りの経費（単体）につきましては、全体として前期より
29億円多くなりましたが、計画を25億円下回りました。これ
は、出店数の未達や新FC契約関連の経費が電気料金単価の低
下により、少なくすんだことなどによるものです。


営業利益
営業利益は、725億円（前年比+2.9%）と前期より20億


円増加しました。広告宣伝費など経費の増加もありました
が、既存店売上高前年比が+1.4%と前年を上回ったことや、
単体で108店増加したことに加え、株式会社成城石井やユナ
イテッド・シネマ株式会社など2014年度にグループ入りし
た連結子会社の貢献によるものです。なお、対チェーン全店
売上高営業利益率は前年と同水準の3.5%となりました。


経常利益
経常利益は、696億円と計画を7億円上回ったものの、前


期より20億円（前期比-2.9%）減少しました。これは、円
高による為替差損の発生や、閉店に伴うリース解約損の増加
などにより、営業外損益が29億円のマイナス（前期は+12


億円）に転じたことによるものです。


人件費（単体）は392億円となりました。人員増などによ
り前期より25億円増加し、計画を3億円上回りました。ITコ
スト（単体）は、113億円と計画より7億円、前期より14億
円それぞれ少なくなりました。施設費（単体）は店舗数増加
を背景に1,356億円と前期より82億円増加しましたが、出店
数が未達だったため、計画を16億円下回りました。


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


人件費 68,994 60,847 58,990 60,013 60,887


　構成比率 19.4% 20.3% 20.3% 21.7% 23.3%


広告宣伝費 29,461 16,718 17,734 16,607 14,146


　構成比率 8.3% 5.6% 6.1% 6.0% 5.4%


地代家賃 108,795 96,877 89,485  84,578 78,483


　構成比率 30.6% 32.3% 30.8% 30.6% 30.1%


動産リース料 2,763 3,579 4,494 5,914 8,205


　構成比率 0.8% 1.2% 1.5% 2.1% 3.1%


減価償却 49,157 41,788 47,889 43,886 37,846


　構成比率 13.8% 14.0% 16.5% 15.9% 14.5%


　有形固定資産減価償却費※ 40,270 32,959 37,872 34,030 28,999


　　構成比率 11.3% 11.0% 13.0% 12.3% 11.1%


　無形固定資産償却費 8,886 8,830 10,017 9,856 8,847


　　構成比率 2.5% 3.0% 3.5% 3.6% 3.4%


その他 95,791 79,506 71,892 65,315 61,375


　構成比率 27.0% 26.6% 24.8% 23.7% 23.5%


合計 354,961 299,315 290,483 276,314 260,942


　構成比率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


※ 新リース会計基準の適用により、2011年2月期以降の有形固定資産減価償却費には、売買処理されるリース物件の減価償却費を含んでいます。


■販売費及び一般管理費の主な内訳 （単位：百万円）


貸借対照表（連結）各項目の状況について
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キャッシュ・フロー


資本政策：配当及び自己株式消却


営業活動によるキャッシュ・フローは、主に退職給付引当
金が増加したことなどにより、前期比16億円増加し、1,122


億円の収入となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、連結の範囲の変


更を伴う子会社株式の取得による支出がなくなったことなど
により、前期比317億円増加し、686億円の支出となりました。


当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一
つと位置づけており、投資家の当社に対する収益期待を反映
した資本コストの水準を意識して経営を行っています。
そのため、資本コストを超えるROIをもたらす事業を選別


して行うべく、資本効率を表す指標の一つであるROE（株
主資本利益率）を最も重要な経営指標として掲げています。
当社は、中長期的に持続可能な企業成長に向けての投資


に必要な内部留保を確保し、財政状態の安全性を保持してい
ます。そして高い収益性の見込める投資を峻別して実行し、
営業キャッシュ・フローを持続的に高め、フリー・キャッ
シュ・フローを創出していきます。また、当社が適正と考え
る資本構成に基づき、利益配当や自己株式取得及び消却を実
施し、資本コストを越える資本効率を追求することで、中期
的にROE20%の達成を目指しています。
配当政策につきましては、特に配当性向をターゲットと


財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによ
る収入がなくなったことなどにより、前期比469億円減少
し、502億円の支出となりました。
これらの結果、2016年2月末の現金及び現金同等物残高


は、前期末比69億円減少の697億円となりました。


して設定していません。持続的成長のために必要な投資を
行った上で、当社が創出する潤沢なフリー・キャッシュ・フ
ローを株主に還元するべく、継続的な増配を目指していま
す。それにより、余剰資金が社内にムダに保有されることな
く、資本効率の改善を図ることが当社の資本政策の基本概念
です。なお、2017年2月期の1株当たり配当金は、5円増配
の250円を予定しています。
自己株式取得につきましては、2002年2月期から2005年


2月期の4年間に、約430億円の自己株式を取得し、消却し
ました。また、2007年10月から2008年1月にかけても、約
210億円（約530万株）の自己株式を取得し、2008年2月に
計500万株の自己株式消却を実施しました。今後につきまし
ても、ROE向上の一つの手段として、自己株式取得と消却
につきましては、引き続き検討していきます。


■1株当たり年間配当金／配当性向
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（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


有形固定資産減価償却費※ 40,396 32,977 37,872 34,030 28,999


無形固定資産償却費 8,897 8,849 10,017 9,856 8,847


減価償却費計 49,293 41,826 47,889 43,886 37,846


※ 新リース会計基準の適用により、2011年2月期以降の有形固定資産減価償却費には、売買処理されるリース物件の減価償却費を含んでいます。


■減価償却費の内訳 （単位：百万円）


設備投資等（出資・融資ならびに、リース物件の取得価格相当額を含む）


2016年2月期における連結設備投資額の合計は、前期比
345億円増加の1,067億円となりました。
新店投資につきましては、出店数が前年より少なかった


ことや他チェーンからの看板替え実施の反動などにより、前
期比85億円減少の404億円となりました。既存店投資につ
きましては、前期比8億円増加し、67億円となりました。シ
ステム関連投資につきましては、主にセミオート発注システ


ムの導入やチケットシステムの刷新、新型ATMの導入など
により、前期比76億円増加し、158億円となりました。リー
スにつきましては、前期比52億円増加し、380億円となり
ました。出資・融資につきましては、主に前期に株式会社成
城石井の株式を取得したことの反動などにより前期比384億
円減少し、41億円となりました。
主な設備投資の内訳は次のとおりです。


（年度） 2015 2014 2013 2012 2011


新店投資 40,460 49,014 32,230 33,133 21,596


既存店投資 6,727 5,840 7,078 8,769 10,241


システム関連投資 15,882 8,218 5,362 5,907 7,744


その他投資 1,466 2,752 2,067 3,238 630


投資小計 64,535 65,823 46,736 51,047 40,211


出資・融資 4,122 42,610 5,189 1,550 12,401


リース※ 38,089 32,818 32,107 24,765 21,960


合計 106,747 141,251 84,032 77,361 74,572


※ リースは各会計期間に取得したリース物件の取得価額相当額を記載しています。2015年2月期のリース債務の返済による支出は、25,302百万円です。


■設備投資の状況 （単位：百万円）


預り金
公共料金等の収納代行に関する預り金と、コンサート等


のチケット代金の預り金が中心です。取扱件数や取扱企業数
の増加により、収納代行金額は+0.8%増加の2兆886億円と、
引き続き増加しています。2016年2月末の当該科目は、前
期末比17億円減少の1,019億円となりました。


加盟店預り保証金
Gタイプ契約のFC加盟店オーナーが本部に差し入れる保


証金です。2012年3月より新FCパッケージCnタイプの契約
開始とともに、新規でのGタイプの契約は終了しておりま
す。再契約ならびに契約終了に伴うFC加盟店への返金によ
り、加盟店預り保証金は前期末比24億円減少の275億円と
なりました。


2016年2月期の連結業績には、連結子会社18社、持分法
適用関連会社3社の計21社の業績が含まれています。当社の
子会社・関連会社は、大きく分けて国内コンビニエンススト
ア事業、成城石井事業、エンタテイメント関連事業、海外事
業、金融サービス関連事業の5つに分類されます。主な当該
連結対象会社の事業内容及び業績は次のとおりです。


株式会社ローソンマート（連結子会社）
2013年11月14日に設立された同社は、2014年2月1日付


で吸収分割により株式会社九九プラスの店舗運営や商品開発
などオペレーション機能を承継しており、当社はローソンス
トア100事業（ローソンマート含む）のFC契約を含む店舗
関連資産を承継しました。2016年2月期は、約300店舗の閉
店や展開エリアの集中、商品戦略の見直しなどを含む事業再
生計画を実施し、順調に推移しました。ローソンストア100


のお店は、スーパーマーケットの「幅広い品揃え」、コンビ
ニエンスストアの「利便性」、100円ショップの分かりやす
い「均一価格」という3つのバリューで、単身者・主婦を中


主な連結子会社・持分法適用関連会社の概況
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造する会社」を目指し、高いマーチャンダイジング力で高付
加価値を追求してブランド力を構築、関東圏を中心に高品質
スーパーマーケット「成城石井」を120店舗を展開（2016


年2月末時点）しています。
小商圏型製造小売業を標榜するローソングループは、独


自の仕組みで「おいしい」を追求し、安全安心な商品を開
発・製造する成城石井と製造小売という面で共通点を 持っ
ており、さらに一般的なスーパー及び高級スーパーとは一線
を画した成城石井との協業には大きな可能性があると考え、
全株式を譲り受けることとしました。同社が持つセントラル
キッチンなど、製造小売業としてのノウハウなどを国内コン
ビニエンスストア事業の強化にもつなげていきます。


2015年12月期の業績につきましては、健康効果がテレビ
などで紹介されたココナッツオイルやチアシードなどが牽
引して売上が順調に推移し、営業利益は57億円と前期が3か
月分の損益しか取り込んでいなかったこともあり、前期比 


+274.5％の増益となりました。


株式会社ローソンHMVエンタテイメント（連結子会社）
同社は、ローソン店舗内のマルチメディア情報端末


「Loppi」やウェブサイトの「ローチケ.com」を中心に、
コンサート、スポーツ、演劇及び映画等のチケットを販売、
特に、J-POPやスポーツ等のチケット販売に強みをもって
おり、チケット取扱高では業界トップクラスであり、順調に
業容を拡大しております。
同社は1992年にチケット販売を主要事業とする株式会社


リザ・ジャパンとして設立され、1996年に株式会社ローソ
ンチケットに社名を変更し、1997年には当社の連結子会社
となりました。


2009年3月には、ローソンチケットの顧客接点と、当社
100%子会社であった株式会社アイ・コンビニエンスがも
つEC事業のノウハウや仕組みを最大限に活用するために、
ローソンチケットを存続会社としてアイ・コンビニエンスを
吸収合併しました。2009年7月には、社名を株式会社ロー
ソンエンターメディアに変更しました。また、同社は大阪証
券取引所JASDAQ市場に株式を上場していましたが、2010


年6月に上場を廃止し、7月に株式交換により当社の100%


子会社となりました。
2011年9月には、将来的なエンタテイメント・Eコマース


事業でのシナジーをより発揮するため、株式会社ローソンエ
ンターメディアと当社子会社のHMVジャパン株式会社※を
合併し、社名を株式会社ローソンHMVエンタテイメントに


■株式会社成城石井 （単位：百万円）


（年度） 2015.12 2014.12


営業総収入 68,993 17,881


営業利益 5,795 1,547


当期純利益 2,625 1,086


※2014年10月より連結対象


心に、お子さまから高齢者まで幅広い層のお客さまのニーズ
にお応えしていきます。なお、2016年3月より、株式会社
ローソンストア100に社名を変更しております。


株式会社SCI（連結子会社）
当社は、「小商圏型製造小売業」実現のため、当社自体が主


導権をもってサプライチェーンの商流に入り、製造や物流に
おける効率化を図るため、2012年7月にSCM機能子会社SCI


を設立しました。原材料の調達から、製造、物流、そして店舗に
至るまでのサプライチェーンの間で生じる廃棄や二重作業等
のムダを減らし、サプライチェーンの川上から川下まで一貫
した製造小売業モデルをつくり上げることを目的としており
ます。このSCM構造改革で生み出した付加価値を商品の競争
力向上とFC加盟店オーナーへの販売促進支援に活用すると
ともに、中期的にはこのノウハウを活用して、当社グループ以
外への原材料や商品の外販ビジネスをも拡大していきます。


2016年2月期の業績につきましては、今期より取扱領域を
拡大しており、取扱高は1,912億円と前期を1,036億円上回
りました。営業利益は23億円と前期比+109.5％の増益とな
りました。


株式会社ローソン沖縄（持分法適用関連会社）
2009年1月、当社は沖縄県最大の総合小売業を展開する


株式会社サンエー（以下、サンエー社）と、沖縄県内での業
務提携契約を締結しました。当社は、沖縄県で圧倒的な顧客
支持を得ているサンエー社と提携することにより、独自の生
活習慣や食の嗜好をもつ沖縄において、より地域に密着し
た展開を図り、地域に合った商品及び店舗づくりを目指し
ます。そのため、2009年10月には、当社の100%子会社と
して株式会社ローソン沖縄を設立しました。その後、2009


年12月に、同社の発行済株式総数の51%をサンエー社に譲渡
し、合弁事業として運営することとなりました。


2016年2月期につきましては、期末店舗数は191店となり、
業績につきましては、営業利益は14億円と前期比+18.9%


の増益となりました。引き続き、同社を通じて、地域のニーズ


（年度） 2016.2 2015.2 2014.2


営業総収入 50,675 78,232 6,667


営業利益 375 1,763 100


当期純利益 286 985 52


※2013年2月より連結対象


■株式会社ローソンマート （単位：百万円）


（年度） 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2


取扱高 191,299 87,638 74,460 33,842


営業利益 2,365 1,128 509 325 


経常利益 2,369 1,128 510 325 


当期純利益 1,423 687 300 197 


※2012年9月より連結対象


■株式会社SCI （単位：百万円）


変更しました。今後、ECビジネスにおける確固たる基盤を
活かしつつ、今まで同一アーティストのコンサートチケット
とCDを別々に買っていたお客さまに、ワンストップショッ
ピングの利便性を提供できるようになり、CD音楽業界にお
けるHMVブランドの競争力と、チケット業界におけるロー
ソンチケットのステイタスとの相乗効果が期待できます。
なお、同社の収益構造につきましては、チケット販売取


扱高から生ずる手数料が収入の中心となっており、手数料を
主とする営業総収入勘定は、連結ベースの損益計算書では、
その他の営業収入に計上されます。


2016年2月期の業績は、営業利益は24億円と、前期比－
20.2%の減益となりました。これは主に、テーマパークの入
場券などチケット販売は好調だった一方で、大型公演の獲得
競争の激化などにより収益性が悪化した影響によるものです。
※  HMVジャパン株式会社（2011年8月末まで連結子会社）は、「HMV」ブランドとし
てCD・DVD販売を行っていました。1990年に設立され、渋谷に第1号店を出店しま
した。1999年には「HMV Online」をオープンし、現在のECビジネスをスタートしま
した。2007年に大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社
が間接保有も含めて100%保有する、有限会社HMVジャパン・ホールディングスが全
株式を取得しました。2010年12月、当社のエンタテイメント事業を強化し、株式会
社ローソンエンターメディアとのシナジー効果を発揮するため、当社は有限会社HMV
ジャパン・ホールディングスから全株式を取得しました。


株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス（連結子会社）
同社は2001年に三菱商事株式会社、提携銀行、当社の出


資により、ローソン店舗のATM（現金自動預払機）関連業
務を行うために設立されました。同年より、ローソン店舗の
一部にATMを設置し、ATMサービスを開始しました。同社
のATM事業は、各提携銀行と合意した地域のローソン店舗
に、共同型ATM設備を設置するものです。同社の主な収入
は、銀行からのATM運用受託手数料となっており、これら
は、連結損益計算書のその他の営業収入に計上されていま
す。主な経費は、オペレーションセンターの委託費、ATM


回線費、ATMリース料等となっています。
2016年2月期の業績につきましては、ローソン店舗など


へのATMの設置台数の増加により、営業利益は61億円と、
前期比+4.2％の増益となりました。
今期も新たな金融機関との提携を増やし、2016年2月末


現在でサービスを提供している金融機関数はネット銀行も含
め全国で80金融機関（前期末比+9金融機関）、全国のATM設
置台数は11,201台（前期末比+434台）となりました。


（年度） 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2 2012.2


営業総収入 50,205 46,018 45,314 45,481 25,545


営業利益 2,469 3,094 2,819 2,446 1,650


当期純利益 1,644 2,918  2,450 2,450  2,073


■株式会社ローソンHMVエンタテイメント （単位：百万円）


（年度） 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2 2012.2


営業総収入 24,688 23,567 24,188 23,975 23,063


営業利益 6,188 5,935 6,089 4,753 3,640


当期純利益 3,877 3,605 3,690 2,712 1,993


■株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス （単位：百万円）


に応えられるお店づくりを推進し、沖縄県におけるローソン
チェーンの発展を図ります。


株式会社ローソン南九州（持分法適用関連会社）
2013年5月、当社は100%出資子会社として株式会社ローソ


ン南九州を設立、同年8月より鹿児島県におけるローソン事業
の展開を開始しました。その後、2014年3月に南国殖産株式
会社が51%資本参加（当社出資比率は49%）するとともに、同
社は、当社の鹿児島県における事業を吸収し、合弁事業として
鹿児島県におけるローソン店舗を運営することとなりました。


2016年2月期につきましては、期末店舗数は192店とな
り、業績につきましては、営業損失5億円となっておりま
す。引き続き、同社を通じて、地域のニーズに応えられるお
店づくりを推進し、鹿児島県におけるローソンチェーンの発
展を図ります。


株式会社ローソン高知（持分法適用関連会社）
2014年12月、高知県を中心にスーパーマーケットを展開


しており、株式会社スリーエフ中四国の親会社である株式会
社サニーマートと企業FC契約を締結し、サニーマートの運
営するスリーエフ店舗を順次ローソン店舗に転換いたしまし
た。2015年4月には両社による合弁会社（出資比率は当社
49%、サニーマート51%）として株式会社ローソン高知を
設立し、同社が高知県内のすべてのローソン店舗を運営する
こととなりました。これにより高知県内のローソン店舗数
は、コンビニエンスストアとしては県内最多となり、2016


年2月期につきましては、期末店舗数は132店となりまし
た。業績につきましては、営業利益4億円となっておりま
す。
引き続き、同社を通じて、


地域のニーズに応えられる
お店づくりを推進し、高知県
におけるローソンチェーン
の発展を図ります。


株式会社成城石井（連結子会社）
株式会社成城石井は、「食にこだわり、豊かな社会を創


（年度） 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2 2012.2


営業総収入 5,605 4,674 4,199 3,954 3,659


営業利益 1,407 1,183 1,051 924 780


当期純利益 954 738 792 799 1,049


■株式会社ローソン沖縄 （単位：百万円）


（年度） 2016.2 2015.2


営業総収入 3,756 3,595


営業利益（損失） （183） （422）


当期純利益（損失） （591） （472）


※2014年3月より損益を取り込み


■株式会社ローソン南九州 （単位：百万円）


■株式会社ローソン高知
 （単位：百万円）


（年度） 2016.2


営業総収入 4,208


営業利益 430


当期純利益 286


※2015年4月より損益を取り込み
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ユナイテッド・シネマ株式会社（連結子会社）
2014年8月、当社は、株式会社ローソンHMVエンタテイ


メントが新たに設立したローソンHMVエンタテイメント・
ユナイテッド・シネマ・ホールディングス株式会社を通じて、
映画事業を展開するユナイテッド・シネマ株式会社（以下、
UC社）の持株会社であるユナイテッド・エンターテインメ
ント・ホールディングス株式会社の全株式を取得しました。


2016年2月末で全国に38箇所（提携映画館含む）、342ス
クリーンの映画館を展開する業界第3位のUC社を加えるこ
とで、総合エンタメ流通企業としてコンテンツホルダーへの
サービス強化を図るほか、映画コンテンツとのタイアップや
ローソン・HMV・EC・映画館との相互送客により既存事業の
集客力アップを図っています。


2016年2月期の業績につきましては、営業利益23億円と、前
期比+1,507％の増益となりました。前期比が大きく伸長した
のは、前期が4か月分の損益しか取り込んでいなかったことと、
当期は当社と決算期
を合わせるため、UC


社の決算月を2月に
変更したため、UC社
の14か月分の損益を
取り込んだことによ
るものです。


上海華聯羅森有限公司（連結子会社）
当社は1996年に日本のコンビニエンスストア企業としては


初めて中国に進出し、上海市に当社70.0%、上海市政府関連
企業である中国華聯（集団）有限公司（以下「華聯集団」）※


30.0%の合弁企業である同社を設立しました。
2004年に、好立地物件の獲得、従業員のモチベーション向


上を目指し、当社が所有する同社の株式（持分比率70.0%）
のうち、21.0%を華聯集団※に譲渡し、当社の持分比率は
49.0%となりました。2011年9月に、中国（上海市）の経済
環境が変化したことを受け、日本型コンビニエンスストアの
コンセプト強化を目指し、株式を追加取得し経営権移譲を行
いました。その結果、同社への出資比率は85.0%となり、同
社は連結子会社となりました。これは、当社として中国事業
を強化・拡大する上で、グループ内リテール部門の再編を進
めている百聯集団有限公司（以下「百聯集団」）※との合意に
至り、より商品開発力・接客・クリンリネスレベルが高い日本
式コンビニエンスストアの展開を加速するために行ったもの
です。その後出資比率を引き上げ、2015年2月末現在、同社
への出資比率は94.0%となっています。
同社は今後、中国における経済の中心地である上海の店舗


レベルを高め、日本と同様に出店判断となるROI基準を重視
しつつ、ストアブランド力向上を目指します。
　2016年2月末現在、総店舗数は458店舗となっています。


■ユナイテッド・シネマ株式会社
 （単位：百万円）


（年度） 2016.2 2014.12


営業総収入 24,960 5,773


営業利益 2,338 156


当期純利益（損失） 2,260 （112）


※2014年9月より連結対象


※  国策による小売業の再編で、華聯集団が百聯集団に吸収されたことに伴い、2008年12
月に華聯集団の全株式は百聯集団に譲渡されました。


重慶羅森便利店有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・重慶市は、人口3,300万人（2014年


ジェトロ調査）を抱える世界最大級の都市で、北京・上海・
天津に次ぐ中国4番目の直轄都市です。重慶市の経済成長率
は、10年連続で2桁成長（同調査）を続けており、中国の全
国平均や上海をはじめとした沿岸部の成長率を上回ります。
成長著しい中国の内陸都市において、コンビニエンスストア
に対する潜在需要が高まっています。
当社は、重慶市の招致を受けて、日本のコンビニエンス


ストアとして中国の内陸都市に初めて進出するため、2010


年4月に同社を設立し、7月に研修施設を備えた第1号店を出
店しました。その後順調に店舗網を拡大し、2016年2月末
の店舗数は110店舗となっています。


大連羅森便利店有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・大連市は、人口約600万人（2014年


ジェトロ調査）に及ぶ東北地方随一の港湾都市です。当社
は、大連市の招致を受けて、地元企業の大連亜恵快餐有限公
司との合弁会社として2011年9月に同社を設立し、11月に
第1号店を出店しました。当社の出資比率は98.3%です。ま
た、2016年2月末の店舗数は53店舗です。
なお、北京市につきましても、羅森（北京）有限公司（非


連結）を2013年5月に設立し、今期は新たに15店舗をオー
プン、2016年2月末の店舗数が34店舗となっています。


（年度） 2015.12 2014.12 2013.12 2012.12 2011.12


営業総収入 8,532 1,360 1,290 903 4,917


営業利益（損失） （756） （646） （404） （574） （283）


当期純利益（損失） （1,100） （925）（1,568）（2,034） （443）


※  2015年12月期からは、上海華聯羅森有限公司に、中国上海市及びその周辺地域の上海
楽松商貿有限公司、上海恭匯貿易有限公司、浙江羅森百貨有限公司3社の損益を合算し
ております。


■上海華聯羅森有限公司 （単位：百万円）


（年度） 2015.12 2014.12 2013.12 2012.12 2011.12


営業総収入 4,400 3,474 1,843 977 258


営業利益（損失） （778） （904） （840） （671） （243）


当期純利益（損失） （973）（1,047） （833） （775）  （249）


■重慶羅森便利店有限公司 （単位：百万円）


（年度） 2015.12 2014.12 2013.12 2012.12 2011.12


営業総収入 1,503 995 516 176 4


営業利益（損失） （313） （313） （227） （163） （21）


当期純利益（損失） （345） （338） （211） （196） （27）


■大連羅森便利店有限公司 （単位：百万円）


Saha Lawson Co., Ltd.（連結子会社）
タイ国においては、同社とタイ国消費財流通大手SAHAグ


ループなどとの合弁会社Saha Lawson, Co., Ltd.を2012年
11月に設立し、2013年3月にタイ国のバンコク市内におい
て、コンビニエンスストア「LAWSON 108」をオープンし
ました。2016年2月末の店舗数は47店舗となっています。


（年度） 2015.12 2014.12 2013.12


営業総収入 6,963 7,800 5,959


営業利益（損失） （251） （655） （338）


当期純利益（損失） （309） （831） （525）


※2013年1月より連結対象


■Saha Lawson Co., Ltd. （単位：百万円）


2017年2月期の見通しについて


当社は、外部環境が大きく変動するなか、2017年2月期
からの3年間を当社の将来を左右する重要な節目と位置づ
け、「マチの暮らしにとって、なくてはならない存在」とな
ることを目指して、「1000日全員実行プロジェクト」を開始
しました。小商圏型製造小売業としてのビジネスモデルを進
化させ、従来にない高度な店舗生産性を実現し、お客さまの
生活全般のニーズを満たすことができる「ローソン型次世代
コンビニエンスストア」を構築していきます。


設備投資による品揃えの拡大
お客さまの日常需要にお応えするために、上期に集中的


に既存店への設備投資を行うことなどにより、品揃えを従来
より1割程度多い3,500品目まで拡大させます。具体的には、
冷蔵ケースの増設や冷凍平台ケースの導入、平場のハイゴン
ドラ化などの大規模な改装を実施するとともに、加盟店向け
の品揃え支援など上期を中心に経費投入を予定しています。
品揃え強化に伴う買上点数改善などにより、既存店売上高は
前期比101.0%を目指します。


ローソン型次世代コンビニエンスストアに向けた取り組み
3温度帯物流センターの稼働を開始し、クラウドを活用し


た従来にないシステム開発にも着手します。セミオート発注
システムや計画発注システムなど前期に着手した基盤づくり
の進化と合わせて、ローソン型次世代コンビニエンスストア
のモデル構築に向け、1000日全員実行プロジェクトを進め
てまいります。


立地と採算を重視した出店計画
出店につきましては、新規提携など看板替えによる出店


約200店を含めて1,200店を計画しています。また、より良
い立地へのリロケーションの積極化などにより500店閉店
し、年間では700店の純増を計画しています。なお2016年2


月期より、安定的に優良なFC加盟店オーナー人材を確保す
ることを目的に、「ローソンストア・マネジャー制度」を新
たに導入しており、出店計画の1,200店には、FC店舗への
転換を前提とした直営店としてのオープンが100～200店程
度含まれています。


総荒利益率とコストの適正化
総荒利益率につきましては、前期比0.3%ポイント改善の


31.6%を目指します。セミオート発注システムの定着や生
活支援強化により、荒利益率の高い中食カテゴリーの売上を
拡大させることで、総荒利益率の改善を図ってまいります。
販売管理費については、出店に伴う施設費のほか、生活


全般を支援する品揃えの実現に向けた加盟店支援コストや広
告宣伝費が増えることが大きく、さらには、外形標準課税の
増加影響もあり、前期に比べて10%から15%程度の増加を
見込んでいます。


連結子会社の収益貢献
事業再生から成長のステージに転じるローソンストア100


は事業本部を含めた事業全体で6億円の黒字への転換を計画
しています。また、株式会社成城石井は前期同様、増収増益
トレンドが続くことに加えて、決算月を2月に変更し14か月
決算となることもあり、前期比で17億円の増益を見込んで
います。


2017年2月期の業績見通し
2017年2月期の業績見通しにつきましては、連結営業利


益は前期比4.8%増の760億円を計画しております。生活支
援強化の取り組みを集中的に行う上期に経費負担が重たくな
ることが想定され、単体営業利益は前期を下回る計画となり
ますが、それらの施策の効果が現れる下期は増益に転じる
見込みです。当期純利益は355億円と前期比13.1%の増益、
ROEは前期より1.2%ポイント改善の13.2%を見込んでおり
ます。
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連結貸借対照表
株式会社ローソン及び連結子会社
2016年2月29日現在


百万円 千米ドル※


資産の部 2016 2015 2016


流動資産：


　現金及び現金同等物  ¥ 69,793  ¥ 76,755  $ 614,267


　定期預金   4   4   35


　売上債権：


　　加盟店貸勘定   30,547   37,052   268,852


　　その他   67,736   58,667   596,163


　　貸倒引当金   （8）   （2,579）   （70）


　商品   17,977   17,044   158,220


　繰延税金資産   4,525   5,300   39,826


　その他   33,635   31,400   296,031


　　　流動資産合計   224,209   223,643   1,973,324


有形固定資産：


　土地   9,794   9,640   86,200


　建物及び構築物   331,133   318,679   2,914,390


　車両運搬具及び工具器具備品   73,627   74,271   648,011


　リース資産   179,244   154,932   1,577,574


　その他   619   572   5,448


　　　　合計   594,417   558,094   5,231,623


　減価償却累計額   （291,655）   （283,657）   （2,566,934）


　　　　有形固有資産合計   302,762   274,437   2,664,689


投資その他の資産：


　投資有価証券   10,120   8,334   89,069


　関係会社に対する投資   15,600   11,447   137,300


　長期貸付金   40,886   37,233   359,849


　のれん   46,310   48,189   407,587


　ソフトウェア   26,377   18,800   232,151


　商標権   11,381   11,990   100,167


　差入保証金   92,495   93,206   814,073


　繰延税金資産   22,017   26,252   193,778


　その他の資産   11,915   12,204   104,866


　貸倒引当金   （860）   （1,121）   （7,569）


　　　投資その他の資産の合計   276,241   266,534   2,431,271


合計  ¥ 803,212  ¥ 764,614  $ 7,069,284


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2016年2月29日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=113.62円で換算しています。


百万円 千米ドル※


負債及び純資産の部 2016 2015 2016


流動負債：


　仕入債務：


　　買掛金  ¥ 112,225  ¥ 103,459  $ 987,722 


　　加盟店借勘定   1,998   1,508   17,585


　　その他   59,407   48,990   522,857


　短期借入金   1,990   1,740   17,515


　一年以内返済予定の長期借入金   24,473   20,523   215,393


　未払法人税等   8,501   13,301   74,820 


　預り金   101,909   103,634   896,928


　その他   9,104   7,914   80,127


　　　流動負債合計   319,607   301,069   2,812,947


固定負債：


　退職給付に係る負債   12,187   12,959   107,261


　役員退職慰労引当金   413   368   3,635


　長期借入金   145,623   134,599   1,281,667


　資産除去債務   24,665   21,530   217,083


　その他   27,720   30,291   243,971


　　　固定負債合計   210,608   199,747   1,853,617


純資産：


　資本金　授権株式数    409,300,000株／2016年及び2015年
　　　　　発行済株式数 100,300,00株／2016年及び2015年   58,507   58,507   514,936 


　資本剰余金   47,697   47,697   419,794


　新株予約権   307   223   2,702


　利益剰余金   154,609   147,177   1,360,755


　自己株式－301,897株／2016年　301,084株／2015年   （1,280）   （1,272）   （11,266）


　その他の包括利益累計額：


　　その他有価証券評価差額金   801   （394）   7,050


　　土地再評価差額金   （566）   （566）   （4,982）


　　為替換算調整勘定   5,531   5,493   48,680


　　退職給付に係る調整累計額   （906）   （519）   （7,974）


　　　合計   264,700   256,346   2,329,695


　少数株主持分   8,297   7,452   73,025


　　　純資産合計   272,997   263,798   2,402,720


合計  ¥ 803,212  ¥ 764,614  $ 7,069,284 
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財務セクション


連結損益計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2016年2月29日に終了した連結会計年度


連結包括利益計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2016年2月29日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2016 2015 2016


営業総収入：


　加盟店からの収入  ¥ 261,681  ¥ 247,681  $ 2,303,124


　売上高   227,606   174,044   2,003,221


　その他   94,166   76,188   828,781


　　　営業総収入合計   583,453   497,913   5,135,126


営業費用：


　売上原価   155,949   128,116   1,372,549


　販売費及び一般管理費   354,962   299,315   3,124,115


　　　営業費用合計   510,911   427,431   4,496,664


　　　営業利益   72,542   70,482   638,462


その他収益（費用）：


　支払利息－純額   （1,072）   （658）   （9,436）


　受取補償金   646   366   5,686


　為替差益   （914）   1,585   （8,044）


　リース解約損   （1,953）   （1,168）   （17,189）


　店舗什器関連収入   318   118   2,799


　持分法による投資利益   293   365   2,579


　固定資産売却損   （229）   （250）   （2,016）


　固定資産除却損   （4,342）   （2,967）   （38,215）


　事業整理損   （1,520）


　減損損失   （10,542）   （8,263）   （92,783）


　その他－純額   655   281   5,765


　　　その他の費用－純額   （17,140）   （12,111）   （150,854）
     
税金等調整前当期純利益   55,402   58,371   487,608
  
法人税等：


　法人税、住民税及び事業税   19,234   24,939   169,284


　法人税等調整額   4,032   312   35,486


　　　法人税等合計   23,266   25,251   204,770
     
少数株主損益調整前当期純利益   32,136   33,120   282,838
  
少数株主利益   （755）   （433）   （6,645）
 
当期純利益  ¥ 31,381  ¥ 32,687  $ 276,193
 


円 米ドル※


 2016 2015 2016


1株当たり情報    


　当期純利益  ¥ 313.82  ¥ 327.08  $ 2.76 


　潜在株式調整後当期純利益   313.57   326.65   2.76


　年間配当金   245.00   240.00   2.14


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2016年2月29日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=113.62円で換算しています。


百万円 千米ドル※


2015 2014 2015


少数株主損益調整前当期純利益  ¥ 32,136  ¥ 33,120  $ 282,838 


その他の包括利益：


　その他有価証券評価差額金   1,195   （300）   10,518


　土地再評価差額金     1   


　為替換算調整勘定   （16）   962   (141)


　退職給付に係る調整額   （387）   （3,406）


　持分法適用会社に対する持分相当額     1,441   


　　　その他の包括利益合計   792   2,104   6,971


包括利益  ¥ 32,928  ¥ 35,224  $ 289,809


　 （内訳）


　親会社株主に係る包括利益  ¥ 32,227  ¥ 34,762  $ 283,639 


　少数株主に係る包括利益   701   462   6,170


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2016年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=113.62円で換算しています。
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財務セクション


連結株主資本等変動計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2016年2月29日に終了した連結会計年度


千株／百万円


資本金


資本
剰余金


新株
予約権


利益
剰余金


自己株式 その他の包括利益累計額


合計
少数


株主持分 純資産合計株式数 金額 株式数 金額


その他
有価証券
評価差額金


土地再評価
差額金


為替換算
調整勘定


退職給付に
係る調整
累計額


2014年 3月 1日現在の残高   100,300  ¥ 58,507  ¥ 47,741  ¥ 557  ¥ 138,142   （396） ¥ （1,556） ¥ （94） ¥ （567)  ¥ 3,118  ¥ 245,848  ¥ 4,650  ¥ 250,498
　当期純利益   32,687   32,687   32,687
　期末配当金（1株当たり 110円）   （10,989）   （10,989）   （10,989）
　中間配当金（1株当たり 120円）   （11,990）   （11,990）   （11,990）
　持分法の適用範囲の変動   （608）   （608）   （608）
　土地再評価差額金の取崩   （1）   （1）   （1）
　自己株式の取得   （40）  （290）   （290）   （290）
　新株予約権の行使（自己株式の交付）   （45）   （64）   135   573   464   464
　自己株式の処分   1   0   1   2   2
　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   （334）   （300）  1   2,375   ¥ （519）  1,223   2,802   4,025


2015年 2月 28日現在の残高   100,300   58,507   47,697   223   147,177   （301）  （1,272）  （394）  （566）  5,493   （519）  256,346   7,452   263,798


   会計方針の変更による累積的影響額   1,412   1,412   1,412


2015年 3月 1日現在の残高（会計方針の変更を反映した当期首残高）   100,300   58,507   47,697   223   148,589   （301）  （1,272）  （394）  （566）  5,493   （519）  257,758   7,452   265,210
　当期純利益   31,381   31,381   31,381
　期末配当金（1株当たり 120円）   （12,000）   （12,000）   （12,000）
　中間配当金（1株当たり 122.5円）   （12,250）   （12,250）   （12,250）
　持分法の適用範囲の変動   （1,111）   （1,111）   （1,111）
　土地再評価差額金の取崩
　自己株式の取得   （1）  （8）   （8）   （8）
　新株予約権の行使（自己株式の交付）
　自己株式の処分   0   0   0   0   0
　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   84   1,195   38   （387）  930   845   1,775


2016年 2月 29日現在の残高   100,300  ¥ 58,507  ¥ 47,697   ¥307  ¥ 154,609   （302） ¥ （1,280） ¥ 801  ¥ （566） ¥ 5,531  ¥ （906） ¥ 264,700  ¥ 8,297  ¥ 272,997


　　　千米ドル※


資本金
資本
剰余金


新株
予約権


利益
剰余金 自己株式


その他の包括利益累計額


合計
少数


株主持分 純資産合計


その他
有価証券
評価差額金


土地再評価
差額金


為替換算
調整勘定


退職給付に
係る調整
累計額


2015年 2月 28日現在の残高  $ 514,936  $ 419,794  $ 1,963  $ 1,295,344  $（11,195）  $  （3,468） $  （4,982） $ 48,345  $  （4,568） $ 2,256,169  $ 65,587  $ 2,321,756 


   会計方針の変更による累積的影響額   12,427   12,427   12,427


2015年 3月 1日現在の残高（会計方針の変更を反映した当期首残高）   514,936   419,794   1,963   1,307,771   （11,195）   （3,468）  （4,982）  48,345    （4,568）  2,268,596   65,587   2,334,183
　当期純利益   276,193   276,193   276,193
　期末配当金（1株当たり1.06米ドル）   （105,615）   （105,615）   （105,615）
　中間配当金（1株当たり1.08米ドル）   （107,816）   （107,816）   （107,816）
　持分法の適用範囲の変動   （9,778）   （9,778）   （9,778）
　土地再評価差額金の取崩
　自己株式の取得   （71）   （71）   （71）
　新株予約権の行使（自己株式の交付）
　自己株式の処分   0   0   0   0
　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   739   10,518   335   （3,406）  8,186   7,438   15,624


2016年2月29日現在の残高  $ 514,936  $ 419,794  $ 2,702  $ 1,360,755  $（11,266）  $ 7,050  $ （4,982） $ 48,680  $ （7,974） $ 2,329,695  $ 73,025  $ 2,402,720 


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2016年2月29日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=113.62円で換算しています。
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財務セクション


連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2016年 2月 29日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2016 2015 2016


営業活動によるキャッシュ・フロー：
　税金等調整前当期純利益  ¥ 55,402  ¥ 58,371  $ 487,608 
　調整：
　　法人税等の支払額   （23,984）   （26,176）   （211,090）
　　減価償却費   49,293   41,826   433,841
　　減損損失   10,542   8,263   92,783
　　貸倒引当金の増減額   （312）   （171）   （2,746）
　　固定資産除却損   4,342   2,967   38,215
　　資産及び負債の増減額：
　　　売上債権の増加額   （6,312）   （8,025）   （55,554）
　　　仕入債務の増加額   21,952   26,289   193,205
　　　預り金の増加額   （1,725）   15,610   （15,182）
　　　退職給付に係る負債及び役員退職慰労引当金の増加額   742   1,684   6,531
　その他（純額）   2,265   （10,070）   19,935
　　　　小計   56,803   52,197   499,938
　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー  ¥ 112,205  ¥ 110,568  $ 987,546 


 


投資活動によるキャッシュ・フロー：
　定期預金の預入による支出   （1,301）   （11,204）   （11,450）
　定期預金の払戻による収入   1,301   19,204   11,450
　有形固定資産取得による支出   （40,884）   （41,053）   （359,831）
　無形固定資産取得による支出   （15,609）   （7,902）   （137,379）
　長期貸付金増加額（純額）   （3,632）   （4,633）   （29,590）
　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出   （41,381）
　関係会社株式取得による支出   （3,362）   （3,335）   （31,966）
　その他（純額）   （5,170）   （10,130）   （45,503）
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー   （68,657）   （100,434）   （604,269）


財務活動によるキャッシュ・フロー：
　長期借入金の返済による支出   （26,165）   （42,122）   （230,285）
　配当金支払額   （24,250）   （22,979）   （213,431）
　少数株主からの払込みによる収入     2,000   
　長期借入れによる収入     59,000   
　その他（純額）   214   812   1,884
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー   （50,201）   （3,289）   （441,832）


現金及び現金同等物に係る換算差額   （453）   1,150   （3,986）
現金及び現金同等物の増減額   （7,106）   7,995   （62,541）
現金及び現金同等物の期首残高   76,755   68,760   675,541
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額   144   1,267
現金及び現金同等物の期末残高  ¥ 69,793  ¥ 76,755  $ 614,267 


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2016年2月29日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=113.62円で換算しています。
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